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第 1 章 序論 

 

 

1. 1 背景と本研究における課題 
 

1. 1. 1 離線アークとその計測ならびに評価指標の背景 
 

 電気鉄道の誕生以降，トロリ線とすり板間の機械的な離れにより生じる離線ならびに

離線アーク現象は，材料の摩耗抑制，戦時中の灯火管制，騒音ならびに電波雑音抑制な

どのために研究が進められてきた。特に離線対策として進められたパンタグラフ数の削

減やパンタグラフ間の母線接続は大きな効果を収めてきた。そのため，現在の新幹線で

は，2 つのパンタグラフを母線で接続する方法が一般的に採用されている。ただし，東

北新幹線では，320 km/h 走行にともなう集電系騒音低減のために，E5 編成と E6 編成の

連結時において，各編成に 2 つあるパンタグラフのうち 1 つを使用して走行が行われて

いる。そのため，この場合は母線が接続されていない 2 つのパンタグラフを使用して走

行している。 

パンタグラフ数が削減される一方で，走行に必要となる電流（パンタグラフを介して

得る電流を集電電流と呼ぶ）は，それほど減少していないため，パンタグラフ当たりの

集電電流が増加する傾向にある。加えて，離線発生時はトロリ線から離れる最後のパン

タグラフで集電電流を遮断するため，より大きな電流が流れることになる。このような

離線アーク発生時の電流の増加はトロリ線やすり板の摩耗を増加させることがわかっ

ている。 

 電気鉄道では，トロリ線やすり板の摩耗をある想定以内に収めるために評価指標とし

て，ある区間の離線時間の総和とその区間を走行した時間の比で表わされる離線率とそ

の目安値を設定している。目安値は，1964 年の東海道新幹線開業前後から策定が始ま

った。現在使用されている目安値は 1986 年頃から 1993 年頃で確立しており，離線対策

が行われる前の 8個パンタグラフを使用した 0系新幹線の集電電流に基づいて策定され

ている。したがって，現在の集電電流が増加した状況においても同じ目安値が適用でき
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るかはわかっていない。他方，パンタグラフの母線接続を行わない欧州においても離線

率が使用されているものの，集電電流が定格電流の 30%以上の場合に発生した離線アー

クのうち，アーク継続時間が 5 ms 以上のものについてのみ計算対象としている。した

がって，これまでのところ集電電流を加味した評価指標や目安値が策定されていない状

況である。 

 これら離線の計測手法に光学式離線測定が用いられている。離線時に発生する離線ア

ーク光は広い波長域を有する電磁波であり，特に紫外線領域では太陽光よりも強いスペ

クトルを有する特徴を持つ。日本の光学式離線測定装置では，離線アーク光の伝送路に，

安価で取扱い易いプラスチック光ファイバが用いられている。しかし，プラスチックが

紫外線を遮断する特性を有することから，この測定装置は可視光線領域の光を検出する。

そのため，外乱光の影響を受けやすい特徴がある。一方，欧州においては伝送路に，高

価で取扱い難い石英光ファイバが用いられている。これは石英光ファイバの持つ広い波

長域の透過特性を利用して，離線アーク光の紫外線領域を検出するために用いられてい

る。したがって，この測定装置は外乱光の影響を受けにくい特徴がある。 
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1. 1. 2 本研究における課題 
 

 アーク放電による材料の損耗は，通過電気量に応じて変化することがわかっており，

近年の集電電流の増加傾向を反映するために，離線率に代わって通過電気量で評価する

考え方も以前からあった。一方，これまでの研究や開発では，主としてトロリ線とすり

板のしゅう動試験が行われていたため，離線アーク自体がすり板やトロリ線に及ぼす影

響を明らかにしてきたとは言えず，通過電気量に基づいた目安値を策定するためには，

十分な実験結果が得られていなかった。 

 また，通過電気量を評価指標として電気鉄道に応用することを考えると，その測定に

はアーク継続時間の測定と集電電流の測定が必要となる。したがって，光学式離線測定

のみの場合より測定がやや煩雑となるため，通過電気量の簡便な測定もしくは推定が必

要となる。その方法として，光学式離線測定で得られる結果から通過電気量を推定する

手法が考えられるものの，光学式離線測定には，外乱光に対する影響や光ファイバの価

格面および取扱い面での課題があり，これらの解決が必要である。 

 

 

1. 2 本研究の方針 
 

 離線の評価指標として集電電流を加味することができる通過電気量に着目し，その目

安値ならびに計測手法を提案することは，1.1.2 項の課題を解決するとともに，電気鉄

道の安定した運行ならびに保守業務に欠かせないものと考えられる。そこで，本研究で

は，以下に示す４点の研究ならびに開発を進めることとした。なお，図 1.2.1 に本論文

の構成を示す。 

① 離線アークがすり板に及ぼす影響

② 離線アークがトロリ線に及ぼす影響

1.1) 

③ 離線アーク測定装置の開発

1.2) 

④ 離線評価指標の目安値策定とその計測手法の提案

1.3) 

 第 1 章（本章）では，本研究の背景と課題ならびに方針を述べる。 

1.4) 

 第 2 章では，鉄道誕生から電気鉄道へ至る経緯と，電気鉄道誕生後の集電システムの
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変遷を述べる。また，集電システムの中でも欠かすことのできない，トロリ線とすり板

ならびに離線測定の変遷や従来の研究について述べ，本研究の位置付けを示す。 

 第 3 章では，本研究で主として使用する実験装置ならびに供試材料を示す。 

 第 4 章では，通過電気量とすり板損耗量の関係や離線アークがすり板に及ぼす影響を

実験で明らかにする。 

 第 5 章では，アーク継続時間を任意に変えることにより，離線アークがトロリ線に及

ぼす影響を実験で明らかにする。 

 第 6 章では，石英光ファイバを用いることなく，離線アークに含まれる紫外線を検出

することのできる手法ならびにその手法を用いた測定装置の基礎特性について述べる。 

 第 7 章では，第 4 章の結果に基づいて離線評価指標の目安値を策定するとともに，第

6 章で開発した測定装置を用いた評価指標の計測手法を提案する。 

 第 8 章では本研究の成果と今後の課題をまとめる。 
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図 1.2.1 本論文の構成 

第 1 章 序論 
・離線アークと評価指標の背景 
・本研究の背景 

第 2 章 集電システムの誕生と離線に関する技術動向・研究動向 
・集電システム誕生までの過程 
・トロリ線 
・すり板 
・離線測定の変遷と従来の研究 

第 3 章 実験装置の開発と電極材料 
・実験装置の開発 
・電極材料 

第 4 章 離線アークがすり板へ及ぼす影響 
・実験およびその結果 
・離線アークによるすり板損耗量の算出 
・すり板の材質の違いが損耗量に及ぼす影響の解明 

第 5 章 離線アークがトロリ線へ及ぼす影響 
・実験およびその結果 
・離線アークによるトロリ線損耗メカニズムの解明 

第 6 章 離線アーク測定装置の開発 
・離線アークの特徴と変換ユニットの開発 
・紫外線検出離線アーク測定装置の特性試験 

第 8 章 結論 
・本研究の成果 
・今後の課題 
 

第 7 章 離線評価指標の目安値策定とその計測手法の提案 
・紫外線検出離線アーク測定装置の特性と通過電気量の関係 
・離線評価指標の目安値策定 
・計測手法の提案 
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第 2 章  集電システムの誕生と離線に関する   

技術動向・研究動向 

 

2. 1 集電システム誕生までの過程 
 

 鉄道の動力は，蒸気によるものから電気によるものへと時代とともに変化してきた。

また，電車線路ならびにパンタグラフなどの集電装置も時代とともに変化してきた。表

2.1.1 に諸外国と日本の鉄道の動力および集電システムの変遷を示す2.1)-2.4)

1825 年にイギリスのストックトン・ダーリントン間で馬車鉄道がジョージ・スチー

ブンソン考案の蒸気機関車に変更されている。これが世界初の蒸気機関による鉄道の誕

生と言われている。ただし，この頃の鉄道は石炭輸送に用いられ，馬が旅客をけん引し

ていた。鉄道が旅客を輸送するようになったのは，1830 年のリバプール・マンチェス

ター間の開業以降である。 

。なお，本論

文では電車線路と集電装置を総称して集電システムと呼ぶ。 

 日本においては 1869 年 12 月 12 日の廟議にて次のような決定がなされている。 

幹線ハ東西両京ヲ連絡シ，枝線ハ東京ヨリ横浜ニ至リ，又琵琶湖辺ヨリ敦賀ニ達シ，

別ニ一線ハ京都ヨリ神戸ニ至ルヘシ 

 これにより，東京と京都を結ぶ幹線鉄道と，東京・横浜間，琵琶湖近傍から敦賀間，

京都・大阪・神戸間の支線を敷設することが決定された。 

その後，1872 年に新橋・横浜間で鉄道が開業している。なお，この区間の運賃は上

等 1 円 12 銭 5 厘，中等 75 銭，下等 37 銭 5 厘であった。当時の白米 10 キロが約 35 銭

であったとのことであるから，その運賃は決して安くない。一方で，利用客は増え続け，

1873 年度に 140 万人，1880 年度に 200 万人を超えた。この需要の増加は後の電化へと

繋がる。 

 その後，1879 年にドイツで開催されたベルリン工業博覧会で旅客の輸送に電気鉄道

が用いられており，これが世界で初めて旅客を乗せて営業運転を行った電気鉄道である。

このときの電力供給は，2 本のレール間に送電用のレール 1 本を敷設し，車両側では集
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電靴と呼ばれる集電装置を送電用のレールに接触させて行っていた。このような電車線

路を第三軌条方式と呼ぶ。なお，帰線には 2 本のレールを用いたとのことである。 

 一方，日本においては，1883 年に上野・熊谷間で日本初の私設鉄道（日本鉄道）が

開業し，1885 年には同じく私設鉄道の阪堺鉄道が開業した。加えて，1888 年には水戸

鉄道，両毛鉄道，山陽鉄道，伊予鉄道が，1889 年には，甲武鉄道，関西鉄道，大阪鉄

道，讃岐鉄道，九州鉄道，北海道炭鉱鉄道が開業するなど，多くの私設鉄道が設立され

た。 

1890 年には，上野で開催された第三回内国博覧会の会場内で電気鉄道が一般公開さ

れ，その後，1895 年に，京都電気鉄道伏見線で日本初の電気鉄道が営業運転を開始し

た。なお，このときの電車線路は直接ちょう架式，集電装置はトロリポールである。そ

の後，名古屋，川崎，大阪，東京で路面電車が開業している。図 2.1.1 に集電装置であ

るトロリポールと集電靴を有する車両を示す2.5)

 1903 年には新宿・立川間で蒸気運転をしていた甲武鉄道が，お茶の水方面への延伸

工事を完成させ，1904 年には飯田町・中野間を電化した。その後，1906 年に鉄道国有

法が成立し，甲武鉄道を含む私設鉄道 17 社が国に買収されている。 

。 

 1907 年にはスイスでシンプル方式の電車線路が用いられており，1912 年には信越線

の電化の際に横川駅構内と軽井沢駅構内でシンプル方式が用いられている。図 2.1.2 に

当時の軽井沢構内の様子を示す2.6)

また，1914 年には増え続ける需要に対応するため，輸送力増強と経済的観点から京

浜線の電化が行われた。このときの電車線路は東京・品川間がコンパウンド方式で，品

川・横浜間がシンプル方式である。集電装置は，当初，接触部がローラであるパンタグ

ラフが採用されていたものの，不具合が多発したため，現在のようなすり板を用いたも

のに変更された。したがって，現在のような集電システムは，この頃から使用されてい

る。図 2.1.3 にコンパウンド方式の例を，図 2.1.4 に現在使用されているパンタグラフと

すり板を模式的に示す。 

。シンプル方式と第三軌条方式が確認できる。 
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表 2.1.1 鉄道ならびに集電システムの変遷 

西暦 国名 動力 集電システム 内容 

1825 

イギリス 
蒸気 － 

ストックトン・ダーリントン間 

開業 

1830 
リバプール・マンチェスター間 

開業 

1872 日本 新橋・横浜間 開業 

1879 ドイツ 

電気 

第三軌条方式 

集電靴 
ベルリン工業博覧会での旅客輸送 

1890 

日本 

直接ちょう架方式 

トロリポール 

第三回内国博覧会で公開 

1895 京都電気鉄道 伏見線 

1904 甲武鉄道電化 

1912 
一部にシンプル方式

トロリポール 
信越線電化 

1914 

シンプル方式と 

コンパウンド方式 

パンタグラフ 

京浜線電化 
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図 2.1.1 トロリポールと集電靴

出典：鉄道省「日本鉄道史（下）」 

2.5) 

 

 
図 2.1.2 シンプル方式と第三軌条方式

出典：ネコ・パブリッシング「国鉄アプト式電気機関車」三宅俊彦所蔵絵葉書 

2.6) 

第三軌条方式 

シンプル方式 

ハンガ 

集電靴 

トロリポール 
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図 2.1.3 コンパウンド方式 

 

 

図 2.1.4 パンタグラフとすり板 

 

コンパウンド方式 

すり板 

上面図 



12 
 

2. 2 トロリ線材質の変遷とその形状 
 

2. 2. 1 トロリ線材質の変遷 
 

トロリ線に求められる要件としては，電気抵抗が小さいこと，引張強度が大きいこと，

耐摩耗性が優れていること，耐熱性が優れていることなどである。したがって，材料選

択の自由度はそれほど大きくなく，一般的には純銅を加工硬化させて強度を向上させた

硬銅が用いられている。一方で過去には経済的な理由により，その材質に鉄やアルミニ

ウムが用いられたこともある。表 2.2.1 にトロリ線材質や形状の変遷を示す2.7)-2.8)

 1890 年にイギリスで硬銅トロリ線にちょう架金具（図 2.1.2 に示したハンガと呼ば

れる金具）を取り付けるための溝が付いたみぞ付硬銅トロリ線が規格化されている。 

。 

 日本では，1895 年に京都電気鉄道が営業を開始しており，このときに津田電線がト

ロリ線を納入している。このトロリ線は溝の無い丸線だったと言われている。 

 1914 年の京浜線の電化の際に，現在でも広く用いられているみぞ付き硬銅トロリ線

が使用された。1924 年にはカドミウム銅トロリ線が試作され，中央本線や山手線など

に架設された。ただし，このトロリ線は社会情勢を反映して，現在では使用されていな

い。また，1925 年にメートル法が制定され，トロリ線の公称断面積 110 mm2, 170 mm2

 1942 年には第二次世界大戦にともなう銅資源保護のためにアルミ合金トロリ線が開

発され赤羽線十条・赤羽間に架設された。また，1943 年には鉄トロリ線，鉄覆アルミ

トロリ線も銅資源保護の目的で開発され，同じく赤羽線十条・赤羽間に架設された。し

かし，現在ではいずれのトロリ線も使用されていない。 

などが使用されるようになった。 

1955 年には耐熱性向上を目的として開発された銀入りトロリ線が，1978 年には耐熱

性，耐摩耗性向上を目的として開発されたすず入りトロリ線，鉄－アルミトロリ線が実

用化されている。 

近年では，1993 年に銅覆鋼トロリ線（CSトロリ線）が，2010 年には析出強化型銅

合金トロリ線が実用化されている2.9)-2.10)

海外においても硬銅トロリ線，銀入りトロリ線，すず入りトロリ線が広く用いられて

いる。また，日本では使用していないマグネシウム入りトロリ線も広く使用されている。 

。 
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2. 2. 2 トロリ線の形状 
  

表 2.2.2 にみぞ付硬銅トロリ線の標準的な寸法を示す。なお，みぞ付硬銅トロリ線は

GT（Grooved Trolley）と呼ばれ，その後ろに公称断面積を記して，区別することが一

般的である。したがって，公称断面積 170 mm2

 公称断面積が 170 mm

のみぞ付硬銅トロリ線はGT170 と標記

される。 
2のもののうち，C, D, E寸法が公称断面積 110 mm2と同じもの

をGT-M170 と標記している。これは 110 mm2のトロリ線を使用している線区で，架線

金具の変更を行うことなく 170 mm2

  

のトロリ線へ変更ができるように開発されたもの

である。 
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表 2.2.1 トロリ線材質や形状の変遷 

西暦 国名 材質，名称等 形状等 内容 

1890 イギリス 銅 みぞ付 みぞ付硬銅トロリ線の規格化 

1895 

日本 

銅 丸型 京都電気鉄道開業 

1914 銅 
みぞ付 

京浜線電化 

1924 カドミウム銅トロリ線 中央線，山手線などへの導入 

1925  － メートル法の採用 

1942 アルミ合金トロリ線 

みぞ付 

赤羽線などへの導入 

1943 
鉄トロリ線 

鉄覆アルミトロリ線 
赤羽線などへの導入 

1955 銀入りトロリ線 

鉄－アルミトロリ線を除い

て，現在でも多くの箇所で使

用されている 

1978 
すず入りトロリ線 

鉄－アルミトロリ線 

1993 銅覆鋼トロリ線 

2010 析出強化型銅合金トロリ線  
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表 2.2.2 みぞ付硬銅トロリ線の標準的な寸法 

 

呼称 
公称断面積 

mm

重量 
2 kg/m 

各部の寸法 mm 

A B C D E 

GT85 85 0.774 11.0 11.1 5.70 6.12 8.50 

GT110 110 0.988 12.34 12.34 6.85 7.27 9.75 

GT170 170 1.511 15.49 15.49 7.32 7.74 11.43 

GT-M170 170 1.531 15.30 15.30 6.85 7.27 9.75 

 

 

 

  

B

C

D

E

27°

51°



16 
 

2. 3 すり板材質の変遷と製造方法 
 

2. 3. 1 すり板材質の変遷 
 

すり板の材料には，トロリ線の摩耗低減を目的としたものだけでなく，当時の時代背

景に影響を受けたものが用いられてきた。表 2.3.1 にすり板の変遷を示す2.11)-2.13)

1914 年にパンタグラフが導入されて以降，すり板には純銅が用いられてきた。トロ

リ線にも銅が用いられていたため，同種金属のしゅう動により凝着摩耗の生じやすい状

態で，摩耗が激しかったと言われている。 

。 

1940 年代の第 2 次世界大戦中は銅資源節約のため，すり板に純カーボンが使用され

た。しかし，当時のカーボンは脆く，すり板の破損が多かったようである。また，純カ

ーボンすり板の電気抵抗率が高いため，車両の停車中や起動直後にジュール熱による架

線断線事故が多発していた。一方，純カーボンすり板が軽いこと，トロリ線の摩耗を低

く抑えることができることから，私設鉄道の一部では，電車線に溶断対策を施して純カ

ーボンすり板の使用を続けている。 

1940 年後半から，純カーボンすり板の課題を解決するために，国鉄では銅系焼結合

金すり板の開発を進め，1946 年頃からフィールドでの試験を始めた。そのような中で

1951年4月24日に桜木町で純カーボンすり板を使用していた電車の電車火災事故が発

生した。このときの事故原因と純カーボンすり板の使用に関連性は無いものの，架線を

溶断する可能性のあるすり板の使用が全面的に見直され，国鉄のすべてのすり板が銅系

焼結合金すり板に変更された。 

1960 年代に入ると新幹線の開業に向けたすり板の開発が始まった。既にフランスで

は 1950 年 3 月 29 日に当時の世界最高速度（331 km/h）を記録していた。そのときの

資料に「激しい離線とアーク放電によりパンタグラフは完全に破壊されていた」との記

録があり，新幹線のすり板においてもアーク放電によるダメージが予想されていた。こ

のような状況を背景に銅系焼結合金，銅系鋳造合金，鉄系焼結合金のすり板が試作され，

京都・鳥飼間，東京・新大阪間で試験が行われた。当時の開発目標は走行距離（すり板

期待寿命）で 5000 km～7000 km であった。この条件を満たしたすり板は，鉄系焼結

合金のみであり，これ以降，新幹線ではこのすり板が用いられている。 
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既述したように純カーボンすり板は機械的強度が低く，電気抵抗率が高いという欠点

がある一方で，トロリ線の摩耗を低減できる可能性があった。そこで，1980 年代に入

ると，この欠点を改良する目的で，カーボン基材に純銅を含浸するタイプとカーボンと

銅の粉末を混ぜて作るタイプのすり板（これらを総称してカーボン系すり板と呼ぶ）の

開発が始まり，北海道地区の交流区間でフィールド試験が始まった。その後，直流区間

でも使用可能なカーボン系すり板が開発され，1990 年代から JR の直流区間で使用さ

れ始めた。また，最近では炭素繊維強化炭素複合材（以後，C/C 複合材と呼ぶ）に銅チ

タン合金を含浸したすり板が開発され，一部の鉄道事業者で使用されている。 

海外においては，高速鉄道，在来線の多くで純カーボンすり板やカーボン系すり板が

用いられている。例えば，フランスの交流 25 kV区間では高速鉄道，在来線ともに純カ

ーボンすり板が用いられており，直流 1.5 kV区間では銅鉄合金すり板が用いられてい

る。また，スペインの在来線では銅系焼結合金すり板と純カーボンすり板が，オランダ

の在来線ではカーボン系すり板が用いられている2.14)

  

。 
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2. 3. 2 すり板製造方法 
 

 2.3.1 項で述べたようにすり板は，いくつかの種類があるが，それらを大別すると図

2.3.1 のように３種類に分けることができる。また，図 2.3.2 に各すり板の製造工程を

示す2.15)- 2.16)

 金属系すり板は原料として，主成分となる銅や鉄の他に潤滑性を高めるための化合物

（二硫化モリブデン，黒鉛など），硬さを高めるための硬質金属粒子（クロム，フェロ

モリブデン，フェロチタン）を混合，成形し，融点よりも低い温度で焼結している。 

。 

 カーボン系すり板のうち，純カーボンすり板は，コークスなどの炭素粉末を成形し， 

1000～1500 ℃程度で焼成したものである。この焼成した炭素材に対して銅を含浸させ

ることで，含浸タイプのカーボン系すり板が得られる。なお，日本のカーボン系すり板

ではこの含浸タイプが最も広く使われている。 

 また，C/C 複合材すり板は，炭素繊維で織った布を積層，圧縮ならびに成形した後に

焼成し，さらに銅チタン合金を含浸させたものである。 

 

2. 3. 3 すり板の形状 
 

 すり板の形状は鉄道事業者によって様々であるが，270 mmの長さで 25～40 mm幅

のすり板を，鉄道車両の集電電流に応じて 2～4 列使用する場合が多い。例として図

2.3.3にJR西日本 683系車両に搭載されているパンタグラフ上のすり板配列および形状

を示す2.17)

  

。 
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表 2.3.1 日本におけるすり板材質の変遷 

年代 在来線（直流） 在来線（交流） 新幹線 

1910 純銅 

 
 

1920  

1930 

1940 
銅系

（フィールド試験） 

＊ 
純カーボン 

1950   

 

銅系＊ 

1960 
 

 銅系＊ 鉄系＊＊ 

1970 

 

 

1980 
カーボン系 

(フィールド試験) 

1990   

2000  

2010 

＊銅系：銅系焼結合金 

＊＊鉄系：鉄系焼結合金 
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図 2.3.1 すり板の種類 

 

  

すり板 

金属系 

カーボン系 

純銅 

銅系焼結合金 

鉄系焼結合金 

含浸タイプ 

混合タイプ 

炭素繊維強化炭素複合材 
（C/C 複合材） 

純カーボン 
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金属系 純カーボン 
カーボン系 

含浸タイプ C/C 複合材 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

図 2.3.2 すり板の種類 

 

  

原料配合 

混合 

成形 

焼結 

再圧縮 

再焼結 

サイジング 
コイニング 

後処理 

検査 

すり板 

多孔質炭素材料・すり板 

金属含浸 

機械加工 

検査 

すり板 

原料配合 

繊維前処理 

紡績 

成形 

焼結 

金属含浸 

機械加工 

検査 

すり板 

原料配合 

混ねつ 

粉砕・混合  

成形 

焼結 

機械加工 
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図 2.3.3 すり板の配置（JR 西日本 683 系車両 WPS27D） 

 

 

  

270 mm 
25 mm 

1 列 

2 列 

3 列 

4 列 

すり板 

固形潤滑剤 
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2. 4 離線測定の変遷と従来の研究 
 

 日本では既設線区において営業速度を向上させる場合や新たな車両を導入する場合

または新たな鉄道を敷設した場合に，集電性能と呼ばれる離線，架線金具とパンタグラ

フの離隔（パンタグラフによるトロリ線押上量），トロリ線偏位の測定が行われる2.18)。

一方，欧州において集電性能は，離線，接触力，トロリ線押上量を指し，離線と接触力

についてはどちらか一方を測定すれば良いこととなっている2.19)

 日本において，離線とはトロリ線とすり板との機械的な離れを指す。また，その測定

方法は，鉄道の電気方式，車両の母線の有無に応じて３種類に分けることができる。 

。 

パンタグラフに流れる電流を測定する手法を電流式離線測定，パンタグラフ電圧を測

定する手法を分圧式離線測定，離線時に発生するアーク光を測定する手法を光学式離線

測定と呼び，測定している物理量もしくは現象が異なるものの同じ評価指標ならびに目

安値を用いている。 

他方，欧州においては離線に該当する用語を Arcing と明確に述べているため，その

測定に対しては光学式離線測定のみが用いられている。 

 本研究はトロリ線とすり板間の離線にともない発生するアーク放電現象ならびにそ

の計測手法等を論じるものである。そこで，本項では主として離線測定の技術動向を述

べる。 

 

2. 4. 1 離線測定の変遷 
 

離線が発生すると，同時に離線アーク光が発生するため，離線現象自体はおそらく電

化間もないころから認識されていたものと思われる。また戦時中は離線アーク光が防空

上厳禁であったとの記録もある。一方で，離線測定について記載された公表文献はそれ

ほど多くない。表 2.4.1 に，以下に示す所内資料等に基づいて作成した離線測定の変遷

を示す。 

1937 年の鉄道大臣官房研究所（現在の鉄道総合技術研究所の前身）の所内資料「木

製區分碍子附近に於けるパンタグラフの鄹電狀況」に，電車内の主電動機ブラシで発生

していた閃絡原因を調査する目的で，中央線 東京・立川間で試験列車を走らせたとの
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記録がある。このときに架線・パンタグラフ間での離線アークの発生状況が測定されて

おり，その方法は同資料内に記載されていなかったものの，試験車両として示されてい

た図のパンタグラフ近くに観測ドームが記載されていることから判断して，おそらく目

視で行われたものと考えられる。 

 1940 年頃になると，戦争の長期化に伴う輸送量の増大と資源不足を背景に，鉄道省

内において，その根本的解決策が求められるようになってきた。その解決策として，高

速度長大列車運転の計画が持ち上がった。特に電力設備としては銅資源の節約とアーク

放電防止を直接的な機運として 1940 年 12 月に新幹線電気設備研究会が設立された。

この研究会では 1942 年に，現在では廃線となっている下河原線（現在の中央線 国分

寺から京王線 中河原駅付近を結ぶ線）で電車の試験走行が行われ，このときに電流計

を用いた集電電流の測定が行われている。また，架線とパンタグラフ間で発生するアー

ク放電の状況とそのときの集電電流の大きさを目視で観察したとの記述もある2.20)

 1953 年の鉄道技術研究所の所内資料「関門隧道内トロリー線集電狀況その他調査」

において，パンタグラフ接触力測定

。 

2.21-2.22)

 離線率測定については，試験用のパンタグラフすり板からわずかな電流を流し，電流

計でそれを測定したとの記録があり，分圧式離線測定に近い方式である。 

と離線率測定が行われたとの記載がある。図

2.4.1 に当時のパンタグラフ接触力圧力の測定手法を示す。パンタグラフのばね部にコ

ンデンサを挿入し，共振条件のずれによる直流分の変化を観測したとのことである。 

 1955 年の鉄道技術研究所の所内資料「列車高速度化試験報告」において，離線率測

定を行ったとの記載がある。詳細な測定方法が記載されていないものの，複数パンタグ

ラフを用いた車両で測定を行っていることから，現在行われている電流式離線測定法と

ほぼ同じ手法が用いられたものと考えられる。 

 1968 年には，495 系交直流架線試験車の走行試験が行われている。このとき直流区

間においては無集電のパンタグラフに 1.5 MΩの分圧器を接続する分圧式離線測定が

行われている。この測定手法は，現在行われているものとほぼ同じである2.23)。また，

交流区間においては架線・パンタグラフ間で発生するアークの高周波インピーダンスが

高いと言う性質を利用して，パンタグラフに直列に接続したコンデンサへ高周波電圧を

印加して，その高周波電圧の有無で離線を検知する手法が用いられた。同測定方法は，

後に改良が加えられ，C-R式離線測定装置2.24)として東海道新幹線ならびに山陽新幹線
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の新幹線電気軌道総合試験車に採用されている。ただし，測定装置を設置するために専

用の測定スペースである高圧室が必要となるため，同線区以外では用いられていない。 

 1975 年頃には，離線アーク光を測定するために露出計を改造したものや一眼レフカ

メラを改造したものが開発された2.25)。1979 年には，光ファイバの端部をパンタグラフ

の舟体に取り付け，検出部にフォトダイオードを使用した方式も開発されている2.26)。

1995 年にはパンタグラフから数m離れた箇所に光ファイバ端子を取り付け，車内に検

出部を設置する離線アーク測定装置が開発され，現在でもこれが光学式離線測定に用い

られている2.27)

 1978 年ごろにはアーク放電消滅時に生じる負の音圧パルスを検出する音検知式離線

測定

。 

2.28)が行われている。また，1980 年ごろにはアーク放電開始初期の電流変化ならび

にアーク放電消滅直後に起きる火花放電にともなうパルス的な電流変化により生じる

電波雑音を測定する電波雑音式離線測定2.29)

 

が行われている。しかし，いずれも現在で

は用いられていない。 

2. 4. 2 離線測定方法 
 

 2.4.1 項で述べたように離線測定として用いられる手法には，電流式離線測定，分圧

式離線測定，光学式離線測定がある。測定に際してどの手法を用いるかは，鉄道の電気

方式，車両の母線の有無などを勘案して決定される。 

図 2.4.2 に離線発生時のパンタグラフ電流の変化を模式的に示す。パンタグラフがト

ロリ線から離れると，点 A から点 B にかけて電流が減少する。このときトロリ線とパ

ンタグラフはアークによって繋がっているため，電圧降下はそれほど大きくない。その

後，アーク放電の消孤によって，電流がゼロとなる。再びパンタグラフがトロリ線に接

触することでパンタグラフに電流が流れる（点 C）。したがって，光学式離線測定は AB

間で，電流式離線は BC 間で，分圧式離線は AB 間の一部と BC 間で測定を行っている。

なお，パンタグラフ間を接続する母線が無い場合での離線は，アークが消孤しにくいた

め AB の状態が多く占めることとなる。 

表 2.4.2 に各測定手法の適用範囲を示す2.30)。電流式はパンタグラフ間を接続する母

線がある場合に採用できるため，交流の在来線では用いられていない。分圧式は直流区
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間で，パンタグラフを無集電にして測定する方法である。ただし，集電パンタグラフを

用いて測定することも可能であるが，測定精度が低下する。光学式についてはアーク光

を測定するため，すべての電気方式に適用可能である。各離線測定手法の原理を以下に

示す2.30)-2.31)

（1）電流式離線測定 

。 

 電流式離線測定は，複数パンタグラフが高圧母線で接続されている場合に有効な手法

である。図 2.4.3 に電流式離線測定方法を模式的に示す。例えば，パンタグラフ 2 が離

線したと仮定すると，瞬間的にアーク放電が発生するものの，ただちに電流がパンタグ

ラフ 1 から供給されることとなる。したがって，クランプメータ A～C の出力をモニタ

することでパンタグラフ 1, 2 の離線を測定することができる。 

（2）分圧式離線測定 

 図 2.4.4 に分圧式線測定方法を模式的に示す。分圧式離線測定は，無集電パンタグラ

フ（無負荷のパンタグラフ）に分圧器を取り付けて測定を行うものである。パンタグラ

フが高圧母線で接続されていると，母線を通じてパンタグラフが加圧されるため測定が

できない。また，高圧母線で接続されていない集電パンタグラフで測定する場合は，離

線時にパンタグラフとトロリ線がアークで繋がるため，精度が低下する。 

（3）光学式離線測定 

 図 2.4.5 に光学式離線測定方法を模式的に示す。光学式離線測定は離線発生時に生じ

る離線アーク光を検出する手法であり，パンタグラフの数，母線の有無に寄らない。な

お，離線アーク光の観測は車両走行方向に対して後方が適している。一方，車両の進行

方向が適宜変わるため，測定は，あらかじめパンタグラフの前後に受光部を設置し，使

用する受光部を車両の進行方向に応じて変更することで行われている。 
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2. 4. 3 離線発生の主要因と要因別の対策 
 

離線の発生要因は多岐にわたるものの，主として（1）～（5）に分類できる。 

（1）トロリ線の波状摩耗 

 カテナリちょう架式のトロリ線に発生する波状摩耗は，すり板間隔の整数分の 1 であ

る場合が多く，新幹線高速区間で機械的な摩耗に起因するもの2.32)，在来線の直流電化

区間で離線アークに起因するものがある2.33)。また，剛体電車線区間では上記に加えて，

電車の運転速度とパンタグラフの振動特性に起因するものがある2.34)-2.35)

 新幹線の波状摩耗は，パンタグラフを母線で接続する対策が施されるとともに 1997

年頃からの 500 系新幹線（のぞみ）以降，原理的に波状摩耗が発生しないように 1 列す

り板の導入を進めたことでほぼ消滅した。またその他の波状摩耗に対しては，図 2.3.3

に示した 2 列の固形潤滑剤のうち 1 列を取り外す方法，カーボン系すり板の使用，パン

タグラフの改良などの対策が提案されている。 

。 

（2）多数パンタグラフ走行にともなう共振 

 多数パンタグラフの共振は一定周期で到来するパンタグラフによって架線の固有振

動が励振されることで生じる。特に，新幹線に多数のパンタグラフが搭載されていた頃

に問題となっていた現象である。その共振速度は，パンタグラフ間隔と架線全体の波動

伝播速度に比例し，径間長に反比例する2.36)

（3）ハンガ間隔のトロリ線凹凸 

。現在では編成当たりのパンタグラフ数が

削減されてきたため，あまり問題となっていない。 

 ハンガ間にはトロリ線の弛度があり，それを起因とした離線が発生する。トロリ線の

波動伝播速度を向上することやパンタグラフの軽量化などの対策が提案されている2.37)

（4）トロリ線のくせ，重量金具などで生じるトロリ線上の硬点 

。 

 トロリ線は工場からドラムに巻かれて架設場所へと運搬される。このときの巻き方と

して，すり板が接触する面を下（縦巻き）にするか，横巻きにするかでトロリ線とすり

板の接触状況にも影響が生じる。現在，すべての新幹線では横巻きが使用されている。

また，架線には金具が取り付けられており，そのような箇所では架線上を伝播する波動

が反射する。このような箇所を硬点と呼ぶ。このような箇所でも離線が発生しやすい。 
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（5）トロリ線への異物の付着 

 しゅう動面には，経年劣化に伴う酸化被膜，冬の早朝に発生する霜や氷の付着などが

発生する。このような場所を電車が走行すると，離線アークが発生する。このような状

況下での離線アークは，パンタグラフを破損させることもある。酸化被膜に対しては定

期的な除去が，トロリ線への霜などの付着に対しては特に新幹線で速度制限による集電

電流の抑制が行われている。 

 

2. 4. 4 離線が及ぼす影響と影響別の対策 
 

 離線による影響を（a）～（e）に列挙する。 

（a）すり板やトロリ線の溶損および摩耗の増大 

（b）騒音の発生 

（c）無線雑音の発生 

（d）主電動機の閃絡 

（e）主変圧器の偏磁とそれに伴うコンバータの動作停止 

（a）については前項で述べた対策の実施，新しい材料の研究開発が今もなお進めら

れている。 

（b）の主電動機の閃絡については，2.4.1 項の 1937 年頃に問題となっていた事象で

あると考えられるが，これはその後の主電動機の設計変更にともなう端子間電圧の低下

によってほとんど問題とならなくなった。 

（c）,（d）の騒音や無線雑音の発生についてはパンタグラフの母線接続によって改

善した。その経緯は以下のとおりである。 

 1964 年の東海道新幹線開業時，パンタグラフは 1 編成に 8 個が搭載されていた。そ

のため，前項で述べたように多数パンタグラフの共振，波状摩耗などにともなう離線ア

ークの発生による騒音ならびに電波雑音の問題により，営業速度の向上が長い間できな

かった。そこで 1981 年ごろからパンタグラフ数の半減化試験がスタートし，1983 年に

は東北新幹線でパンタグラフ数半減ならびにパンタグラフ間の母線接続の試験が行わ

れ，速度向上を行っても騒音，電波雑音を現状レベルに維持できることがわかった。こ

れにより，1985 年に東北新幹線へ導入された 200 系からパンタグラフ数の削減とパン
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タグラフ間の母線による接続が行われている。また，東海道新幹線では 1991 年のき電

方式の変更によりパンタグラフ数の削減と母線接続が可能となった。 

（e）については，1987 年の 300 系新幹線の開発に向けた試験走行で車両に搭載され

ているコンバータの起動失敗により顕在化した。このトラブルの原因は，同一き電区間

内を走行する電車の離線によるものと考えられている。この対策としてコンバータの制

御方式の変更，ギャップ鉄心の採用などが行われた2.38)-2.39)

 

。 

2. 4. 5 離線評価指標 
 

離線は，トロリ線やすり板の摩耗を増加させるとともに，周辺環境に対する騒音や電

波雑音の問題を発生させるため，少ない方が良い。また，離線時間が長くなると，車内

停電の発生が懸念されるため，望ましくない。本項では日本および欧州や国際規格に採

用されている離線評価指標ならびにその目安値について述べる。 

（1）日本における離線時間の目安値 

電車線電圧が一定限度以下になり，電動発電機の発電電圧が著しく低下すると，主回

路スイッチの接続の乱れ，制御機器の不安定動作が生じ，重大な事故となる恐れがある。

そこで，電車には主回路を自動的に開放する低電圧継電器が備えられている。 

パンタグラフが離線した場合，パンタグラフの電圧低下は補助電源用の電動発電機の

回転慣性による逆き電力のため，直ちに生じず，ある程度の余裕時間がある。在来線に

おける電動発電機タイプの車両において，その余裕時間は 200 ms以下とされている。

一方，近年導入が進められているインバータタイプの車両では，10～20 ms以下とされ

ている2.40)

（2）日本における離線率の算出方法と目安値 

。ただし，コンデンサを搭載することで，約 60 ms以下まで許容している例も

ある。新幹線については，パンタグラフが母線で接続されているため，それほど長い時

間の離線が生じないと考えらており，明確な値は決められていない。ただし，切替セク

ションと呼ばれる電源系統の変更箇所では 300 ms程度の無電圧時間が発生するため，

それを 1 つの目安とする場合もある。 

 離線率は，ある区間の走行時間に対する離線時間の総和の百分率で表わされる。通常，

架線の切れ目が約 1.5 km 毎（以後，ドラムと呼ぶ）にあるため，このドラム毎に離線
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率を算出することが多い。 

 2.4.1 項で述べたように「離線率」と言う用語は 1953 年頃には既に使用されている。

一方で，その目安値が使われだしたのは，1964 年の東海道新幹線の開業前後であると

思われる。 

 1960 年の資料「東海道新幹線に関する研究（第 1 冊）各論，鉄道技術研究所」の pp.159

～pp.163 において，実験結果と実験式から図 2.4.6 を得ている。ただし，明確な目安値

は決められていないようで，1964 年の文献 2.41 では「東京・大阪間の数回の往復運転

ですり板を交換しない程度の摩耗量を目標としていること，離線率の限度として経験的

に交流 20 kV で 3%以内，直流 1.5 kV で 1%以内を考えていること」が示されている。

なお，この頃の離線率の測定方法が，現在の分圧式離線測定に近い方法であったことか

ら，上記離線率の値はこの測定をベースにした値であると考えられる。 

 1986 年頃になると，離線率の目安値が示されるようになってくる。文献 2.42 では機

械的離線で 10%以下，アーク発生率で 3%以下と示されている。同文献は新幹線につい

て述べているものであり，これら目安値は交流区間での値であると考えて間違いない。 

 表 2.4.3 に日本で使用されている現在の離線率の目安値を示す2.40)

（3）欧州ならびに国際規格における離線率の算出方法と目安値 

。直流区間と交流区

間で異なる値が用いられているのは，一般的に直流電車と交流電車で，集電電流が異な

るためであると言われている。 

 2.4 節で述べたように欧州における集電性能は，離線，接触力，トロリ線押上量を指

し，離線と接触力についてはどちらか一方を測定すればよい。特に離線の評価指標につ

いては，NQ（percentage of arcing）が設定されており，それを式（2.4.1）のように

定義している。 

𝑁𝑄 = ∑𝑡arc
𝑡total

× 100・・・（2.4.1） 

 なお，tarc：5 ms以上の継続時間を有する離線アーク，ttotal：定格電流の 30%以上を

集電した時間である2.19)

 国際規格では，離線の評価指標としてNQに加えて，考慮すべきアーク継続時間がNQ

と異なるAQやCQも設定されている

。 

2.43)

𝐴𝑄 = ∑𝑡′arc
𝑡′total

× 100・・・（2.4.2） 

。AQはNQと同様にpercentage of arcingであり，

その算出式（2.4.2）の形は，前式と同じである。 
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なお，t’arc：可視光線で検出されるすべての離線アーク，t’total

 CQ は percentage of contact loss である。なお，算出式は式（2.4.1）～式（2.4.2）と同

じ形で，次式となる。 

：定格電流の 30%以上

を集電した時間である。 

𝐶𝑄 = ∑𝑡cl
𝑡′total

× 100・・・（2.4.3） 

 なお，tcl：パンタグラフの無集電時間，t’cl

 表 2.4.4 に NQ，AQ，CQ の目安値を示す。NQ と AQ で大きな差があるものの，これ

は考慮すべき離線アークの継続時間がそれぞれで異なるためである。また，NQ が欧州

由来の，AQ が日本由来の光学式離線測定を用いることを，CQ が日本の電流式離線測

定を用いることを想定した指標となっていることも目安値の相違の背景となっている。 

：定格電流の 30%以上を集電した時間で

ある。 

 

2. 4. 6 離線に関する従来の研究 
 

 離線の影響の中でもすり板やトロリ線の損耗および摩耗の増大に関する研究，その計

測手法に関する研究，評価方法に関する研究は従来から進められてきている。本項では

これらの研究についてまとめる。 

（1）離線によるトロリ線ならびにすり板損耗に関連する研究 

 岩瀬は，すり板の摩耗量Wを式（2.4.4）のように表し，W1が非常に少ないことから，

W2，W3について詳細な研究を進めている2.44)

𝑊 = 𝑊1 +𝑊2 +𝑊3・・・（2.4.4） 

。 

 W1

 W

：アーク放電をともなわないときの摩耗で，主として機械的な摩耗量 

2

 W

：アーク放電のみによる損耗量 

3

 W

：アーク放電の影響により増大する機械的な摩耗量 

2，は通過電気量当たりの損耗量を係数に持ち，これを求めるためにトロリ線とす

り板をしゅう動させないでアーク放電を発生させる実験を行っている。ただし，当時の

すり板と現在のすり板では成分が異なるものがあるうえ，カーボン系すり板については

この当時まだ開発されていなかったため，実験が行われていない。またW3については，

しゅう動摩耗試験等を行い，その結果としてWへ及ぼす影響が大きいと述べている。 
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式（2.4.4）については，W1とW3を実験室もしくはフィールドで得られたデータで算

出し，W2

 織田は，実験室内でトロリ線とすり板をしゅう動集電させ，通過電気量とすり板質量

の変化について実験結果を得ている

を走行中に何らかの方法で測定することによって，すり板摩耗Wを予測ができ

ることを示していると考えられ，本研究のヒントとなっている。 

2.45)。ここで用いられているすり板は，現在，新幹

線で使用されているものとほぼ同じである。ただし，ここでの実験はアーク損耗を含む

しゅう動による摩耗（W2+W3

 アーク損耗については，超高圧送電系統における一線地絡故障を想定した研究があ

る

）が測定されており，アークのみによる損耗量が示されて

いない。 

2.46)。ここではアーク放電を発生させるために離れた電極間に発弧線を使用し，通過

電気量が数kCの実験を行っている。これに対して，トロリ線とすり板間で生じる離線

アークは，発弧線でアーク放電を発生させる方法と異なり，通電された 2 つの接点が開

離することで発生する。また発弧線の使用は銅蒸気が陽光柱に混入することで，そこで

の電子密度が大きく変わるとの報告2.47)から考えると，アーク電流やアーク継続時間に

影響を与える可能性もある。加えて直流電気鉄道における離線発生時の通過電気量は数

百Cのオーダーである。通過電気量当たりのアーク損耗量が数Cオーダーの実験と数百C

オーダーの実験で異なる結果2.48)

 岩瀬は文献 2.49 においてフィールドにおけるトロリ線の摩耗は離線アークが発生す

る箇所で進行する傾向にあることを報告している。これは，通電された静接点のアーク

放電発生直前で，電極間に溶融ブリッジが形成されること

が得られており，数kCの実験結果と数百Cの実験結果

が異なる可能性もある。したがって，一線地絡故障を模擬した実験結果をトロリ線とす

り板におけるアーク損耗に適用することができない。 

2.50)，動接点においても，溶

融ブリッジの破壊とアーク放電による材料の蒸発2.51)

（2）計測手法に関する研究 

の発生が実験的，解析的に示され

ていることから，トロリ線の離線アークによる損耗に溶融ブリッジが深く関係している

ことを示唆しているものと考えられる。しかし，トロリ線とすり板間での現象について

具体的な観察や損耗量の算出などは行われていない。 

日本では 1995 年に開発された離線アーク測定装置が現在でも使用されている。フラ

ンスでは 1989 年に石英光ファイバを用いた測定装置が開発されている2.52)。 
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日本とフランスにおいて使用されている離線アーク測定装置には，次のような特徴が

ある。日本の離線アーク測定装置は，プラスチック光ファイバを用いているため，後述

するフランスの石英光ファイバを用いた測定装置に比べて安価で，光ファイバの取扱い

も容易である。一方，プラスチック光ファイバが主として可視光線を透過するため，測

定装置は離線アーク光を可視光線で検出する。そのため，測定は太陽光の影響を受けや

すい。フランスの離線アーク測定装置は，石英光ファイバを用いているため高価である。

例えば，石英光ファイバの価格は，プラスチック光ファイバの約 10 倍であり，測定装

置全体の 2/3 を占める。しかし，石英光ファイバは，広範囲の波長域の電磁波を透過す

る特長がある。加えて，離線アーク光の放射強度は，300 nm 以下において太陽光より

も大きい。そこで，フランスの離線アーク測定装置は，石英光ファイバと光電素子の間

に紫外線を透過する干渉フィルタを設置して，太陽光の下での離線アーク光の測定を可

能としている。 

近年，走行試験や専用車両を用いた検査は，夜間の保守作業に影響を及ぼさないよう

にするために，昼間の時間帯に行われるようになってきた。そのため，日本においても

離線アークの測定に太陽光の影響を受けにくい紫外線を検出する手法が求められてい

る。しかし，上述したように石英ファイバの使用にはいくつかの課題がある。 

（3）評価指標に関する研究 

 式（2.4.4）に示したように，以前より離線アークによるすり板の損耗がすり板全体の

摩耗に影響を及ぼすことがわかっていた。また，図 2.4.6 にもあるように集電電流に応

じて離線率の目安値を変える試みもあったようである。 

 離線の評価指標に通過電気量を用いる試みも過去になされている。寺田らは通過電気

量をフィールドで測定した結果を報告している。彼らは試験列車を走らせて光学式離線

測定でアーク継続時間を，クランプメータで離線アーク発生時の電流を測定したうえで，

それらから通過電気量を算出している2.53)。また，走行後のすり板摩耗量も測定してお

り，通過電気量とすり板摩耗量の関係も示している。一方で，目安値の策定にまでは至

ってなく，加えて，この通過電気量の算出方法は従来の光学式離線測定と集電電流の測

定（いわば電流式離線測定）を同時に行う必要があり，計測が煩雑になるうえアークの

みを測定する欧州でこの評価指標が受け入れられない可能性もある。  
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表 2.4.1 離線計測手法の変遷 

西暦 光学式離線測定 分圧式離線測定 電流式離線測定 その他 

1937 目視    

1942 目視    

1953  △   

1955   ○  

1968  ○   

1975 
露出計 

一眼レフカメラ 
   

1978    音検知式離線測定 

1979 △    

1980    電波雑音式離線測定 

1995 ○    

△：現在の測定方法に近い手法 

○：現在の測定方法 

 

 

 

図 2.4.1 パンタグラフ接触圧力測定方法 

 

 

  

ばね パンタグラフ圧力
測定用コンデンサ

すり板
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図 2.4.2 離線発生時のパンタグラフ電流の変化 

 

表 2.4.2 離線測定の適用範囲 

電気方式 電流式 分圧式 光学式 

新幹線（交流） ○  ○ 

在来線（直流） ○ ○ ○ 

在来線（交流）   ○ 

 

 

  

パ
ン
タ
グ
ラ
フ
電
流

アーク発生

アーク消孤

光学式

電流式

分圧式

A

B
C

時間

スライスレベル
（電圧の場合）

集電ならびに母線の有無 電流式 分圧式 光学式 

集電，母線有り ○  ○ 

集電，母線無し  △（精度低下） ○ 

無集電，母線無し  ○  
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図 2.4.3 電流式離線測定 

 

 
図 2.4.4 分圧式離線測定 

 

 
図 2.4.5 光学式離線測定 

 

 

  

M M

クランプメータ

母線

トロリ線

パンタグラフ1 パンタグラフ2

A B C

M

トロリ線

無集電パンタグラフ パンタグラフ2

測定器

アース

トロリ線

検出器 検出器記録装置

受光部
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表 2.4.3 日本における離線率目安値 

 

 

図 2.4.6 離線率と走行距離の関係 

（東海道新幹線に関する研究（第 1 冊）各論，鉄道技術研究所，1960，p.160

第 2 図より） 

 

  

電気方式 良好な集電 通常許容される集電 やむを得ぬときの集電 

直流 1% 3% 5% 

交流 10% 20% 30% 
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表 2.4.4 国際規格における離線率の目安値 

 

 

  

評価指標 
速度  

160 km/h 以下 160～250 km/h 以下 250 km/h 超 

NQ 
直流 0.1%以下 0.2%以下 

交流 0.1%以下 0.2%以下 

AQ 5%以下 

CQ 30%以下 
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第 3 章 実験装置の開発と電極材料 

 

 

3. 1 実験装置の開発 
 

離線アークがトロリ線やすり板に及ぼす影響を明らかにするためには，2. 4. 6 項に示

したようにしゅう動による影響，発弧線による影響などを排除した実験を行う必要があ

る。そこで，本研究を始める前に実験装置を開発することとした。以下に実験装置を開

発する上で行った検討を示す。 

（1）アーク放電の発生方法に関する検討 

しゅう動せず，発弧線も用いずに離線アークを発生させる実験装置としては，以下に

示す①～③を挙げることができるが，実際の電気鉄道における離線アークの発生を模擬

することを考え，③の方法による実験装置を開発することとした。 

① 開いた接点にアーク放電の励起のために高周波電圧を印加し，そこに直流もしくは

商用周波数の電流を通電する実験装置

② 開いた接点に大きな電圧を印加する実験装置

3.1) 

③ 閉じた接点に電流を流した状態で，その接点を開放する実験装置

3.2) 

（2）電極配置に関する検討 

3.3) 

電極の配置に関しては鉛直方向もしくは水平方向が考えられる。しかし，陽光柱は高

温であり，周囲の室温ガスよりも比重が小さいという特徴を有するため3.4)

一方，電極配置が鉛直方向の場合，浮力の影響を考える必要が無いが，電極に流れ込

む電流が磁界を形成して陽光柱の動きに影響を及ぼす可能性はある。その影響を可能な

限り小さくすることができれば，アーク放電の発生位置をコントロールしやすくなり，

電極間距離と陽光柱の長さもほぼ一致させることができる。そこで，実験装置の電極配

置を鉛直方向とし，電極への電流の供給方法と電極形状に工夫を加えることとした。 

，電極配置が

水平方向の場合，浮力の影響を受けて電極間で孤を描くこととなる。このような場合，

電極間距離と陽光柱の長さは一致しない上，場合によっては電極上のアーク発生箇所が

移動することも考えられる。 
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（3）接点開離方法に関する検討 

接点の開離には，アクチュエータを用いる方法が一般的であり，実験装置も簡単に構

成することができると考えられた。しかし，次項で述べるが高電圧を使用すること，ア

ーク遮断距離を確保する必要があることから，大きながいしで電極を支持した上で，電

極開離時のストロークを十分に確保する必要があった。また，これに加えて，アーク継

続時間が数 ms～数百 ms の実験を行うことを考えると，十分な初速度を確保する必要も

あった。 

そこで実験装置の電極開放機構にクラッチを用い，実験スタートと同時にクラッチを

繋いで電極を開離させることで質量の大きな可動部に十分なストロークと初速度を与

えることとした。 

（4）実験装置内での加圧部と非加圧部間の離隔等に関する検討 

 実験装置は直流 1.5 kVのアーク放電実験ができるように加圧部と接地部との離隔を，

直流 1.5 kVの電気鉄道において一般的に用いられているアーク遮断距離である 250 mm

以上とした3.5)

図 3.1.1に陽極に約 1mの長さのトロリ線と陰極に 270 mmの長さのすり板をセットし

た実験装置を示す。電流は A, B からトロリ線ならびにすり板へ流れ，A’, B’で電源に戻

る。これにより陽光柱へ加わる電磁力の影響を小さくした。 

。なお，将来的により大きな電圧で試験ができるように実験装置のがいし

やケーブルには 6.6 kV用の部材を採用した。 

図 3.1.2に電極の開離速度を 10 mm/sに設定した場合の電極間距離の時間変化を示す。

電極間距離は，実験結果を見易くするために，実験開始前の接点が閉じている状態を基

準とし，そこから鉛直下向きを負として示している。開離速度は，設定値である 10 mm/s

より大きく，約 14 mm/s であった。なお，以後，開離速度は設定速度を示すものとする。 
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図 3.1.1 実験装置 

 

 
図 3.1.2 電極間距離の時間変化 
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3. 2 電極材料 
  

表 3.2.1 に各電極に用いた材料の種別と成分を示す。実験に用いた電極は，陽極にみぞ

付き硬銅トロリ線 110 mm2

図 3.2.1 に，使用した電極の形状とアーク放電を発生させた箇所を示す。電極は 20～

30 mm の長さのトロリ線と約 20×25×10 mm のすり板に加工している。アーク放電を

発生させる面は，トロリ線側が大弧面と呼ばれる通常の使用においてすり板がしゅう動

する箇所とすり板側が平らな面である A の箇所とした。 

，陰極に在来線で一般的に使用されているカーボン系すり板

の一種であるPC78Aならびに新幹線で使用されている鉄系金属すり板の一種である

BF31 を使用した。PC78Aは 2.3.2 項で述べたカーボン系すり板のうち，含浸タイプのす

り板である。 

通電状態にあるトロリ線とすり板を開離すると，アーク放電はトロリ線とすり板の不

特定の箇所で生じる。特に陽光柱は，すり板の角部に移動しやすく，このような状況が

発生すると，アーク放電による損耗と直接的に関係のない，すり板の欠損などが生じる。

これは後の実験結果にばらつきを生ずる要因となる。 

そこで，アーク放電の発生箇所を A の箇所にコントロールするために，トロリ線を

半径 1 m 前後で曲げている。これにより陽光柱の動きを抑えることができ，結果として

データのばらつきも抑えることができる。 

トロリ線とすり板は，実験前に 200 番の紙やすりで接触面を研磨したうえで，エタノ

ールで脱脂し，固定ステージにトロリ線を，可動ステージにすり板をセットした。 
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表 3.2.1 電極材料の種別と成分 

電極 種別 成分（重量%） 

陽極 GT110 Cu（99.96%） 

陰極 
PC78A Cu（50%），C（50%） 

BF31 Fe（85～95%），Ni（3%） 

 

 

図 3.2.1 電極の形状 
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第 4 章 離線アークがすり板へ及ぼす影響 

 

 

4. 1 緒言 
 

 しゅう動集電における材料の摩耗は式（2.4.4）で表わされる。式中のW2

 

は通過電気

量当たりの損耗量を係数に持つ。そこで，本章では，アーク放電が発生した際の通過電

気量と電極材料の質量変化の関係や電極の表面状態について述べる。 

4. 2 実験方法と条件 
 

4. 2. 1 実験装置 
 

 実験装置は図 3.1.1 に示したものを，電極は表 3.2.1 の材料を図 3.2.1 の形状に加工し

て使用した。図 4.2.1 に実験装置ならびに測定装置を模式的に示すとともに，図 4.2.2 に

回路図を示す。 

本実験における通過電気量は，すり板 1 列当たり 600 A前後を通電できるように開発

が進められていること，ならびにトロリ線とすり板の離線（機械的な離れ）時間が直流

電気鉄道において最大でも 200 msecであることを考慮して，数百Cのオーダーとした4.1)

 

。

通過電気量の変更は，印加電圧，通電電流をそれぞれ 50～75 V，100～150 Aで変えると

ともに，可動ステージの開離速度を 5～20 mm/sで変えることで行った。 

4. 2. 2 高速度カメラ 
 

GT110 と PC78A のアーク放電実験の際に高速度カメラによる撮影を行った。実験は

トロリ線とすり板を上下対にして行っているため，アーク放電が発生している面のすり

板の状態を観察することが難しい。そこで，本来であれば，図 3.2.1 の A の箇所でアー

ク放電を発生させるものであるが，高速度カメラの撮影のときのみ，図 4.2.3 に示す B
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の箇所とトロリ線の大孤面とでアーク放電を発生させた。なお，高速度カメラは PC78A

から 300 mm 程度離した箇所に 25×20 mm の面が撮影できるように設置した。撮影時

の高速度カメラの設定は，1 秒当たり 2000 フレーム，シャッタースピード 1/10000 秒

である。 

 

4. 2. 3 電極質量測定 
 

アーク放電が発生すると，電極表面にはアーク痕としてクレータ状の窪みが形成され

るとともに電極の質量変化が生じる。電極の質量変化量の算出には，クレータ状の窪み

の体積を測定し，それに電極の密度を乗じる方法がある。しかし，この場合，アーク放

電によってクレータ状の窪み箇所やその周囲において，密度変化が生じると，正確な質

量変化の値を得ることができなくなる。そこで，電極の質量変化量は，アーク放電前後

の電極の質量を測定することで求めた。測定には 0.1 mg まで計測可能な電子天秤を使

用した。 
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図 4.2.1 実験装置ならびに測定装置 

 

 

図 4.2.2 回路図 
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図 4.2.3 高速度カメラ撮影時のアーク放電発生箇所 
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4. 3 実験結果 
 

4. 3. 1 陽極 GT110，陰極 PC78A 
  

図 4.3.1 にGT110 とPC78Aを電極に用いて 1 回のアーク放電を発生させた際の通過電

気量と電極の質量変化量の関係を示す。なお，図中には通電電流の値も示している。こ

の結果から切片を 0 とした最小二乗法で陽極GT110 の質量変化量MGT-PC (g)と陰極

PC78Aの質量変化量MPC 

𝑀GT−PC = 2.0 × 10−5 𝑄 ・・・(4.3.1) 

(g)を通過電気量Q (C)の関数として表すと次式となる。 

𝑀PC = −7.0 × 10−5 𝑄   ・・・(4.3.2) 

なお，本実験条件である 100～150 A の通電電流の範囲において，質量変化量の電流

依存性は，観測されなかった。図 4.3.2～4.3.3 に約 170 C のアーク放電を発生させた後

に各電極の表面をデジタルマイクロスコープで観察した結果を示す。図中の数値は，デ

ジタルマイクロスコープの計測機能を用いて計測した値である。GT110 の表面には同心

円状に直径約 1700 μm と 450 μm のアーク痕が形成されている。また，PC78A の表面に

は粒状物質が確認でき，黒色の直径 1250 μm，茶色の直径 4500 μm のアーク痕も認めら

れる。粒状物質は黒色の箇所で少なく，その周辺で多く形成されていた。なお，デジタ

ルマイクロスコープの 3 次元凹凸計測の結果，GT110 の表面には，約 100 μm の窪みが

観測された。一方で，PC78A の表面には，粒状物質を除いて数 μm 以上の窪みは観測さ

れなかった。 

 図 4.3.4（a）～（d）に高速度カメラを用いてアーク放電発生中の PC78A の側面を観

察した結果を示す。なお，PC78A に発生したアーク放電の陽光柱が完全に消えた瞬間

を 0 msec としている。同図（e）にアーク放電終了後に同じ箇所をデジタルマイクロス

コープで観察した結果を示す。また，このときの平均アーク電流，通過電気量は約 49 A，

46 C である。陽光柱が消える直前である（a）では，PC78A に半円状の輝点が確認でき

る。また輝点の周囲に粒状物質も確認できる。その後，（b）でアーク放電が終了し，（c）

～（d）と時間の経過とともに（b）の輝点が小さくなる。（c）～（e）の白い実線は（b）

における輝点の縁である。白い実線内では粒状物質が形成されて，その後，落下するも

の（図中 A）や落下せずにすり板に付着するもの（図中 B）が確認できる。（e）に示す
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ように輝点の内側に黒色の箇所があり，その直径は 1650 μm である。粒状物質は黒色箇

所にほとんど確認できず，550 μm の範囲に多く確認できる。 

 

4. 3. 2 陽極 GT110，陰極 BF31 
 

図 4.3.5 にGT110 とBF31 を電極に用いて 1 回のアーク放電を発生させた際の通過電気

量と電極の質量変化量の関係を示す。式(4.3.1)，(4.3.2)と同様にして最小二乗法で陽極

GT110 の質量変化量MGT-BF (g)と陰極BF31 の質量変化量MBF 

𝑀GT−BF = 0.9 × 10−4 𝑄 ・・・(4.3.3) 

(g)を通過電気量Q (C)の関

数として表すと次式となる。 

𝑀BF = −2.0 × 10−4 𝑄   ・・・(4.3.4) 

図 4.3.6～4.3.7 に約 170 C のアーク放電を発生させた後に各電極の表面をデジタルマ

イクロスコープで観察した結果を示す。GT110 の表面には蛇行したアーク痕があり，そ

の中にいくつかの凸状の物質も確認できる。このうち最も大きな凸状物質の形状は，直

径約 1880 μm，高さ 285 μm であった。また，その周囲には直径約 4000 μm の円形のア

ーク痕が形成されている。BF31 の表面には直径約 4500 μm の円形で中が窪んでいるク

レータ状のアーク痕が形成されている。またその深さは最大で約 600 μm であった。 

図 4.3.8 に GT110，アーク放電終了後に確認された GT110 表面の凸状物質，BF31 の

X 線エネルギースペクトル測定結果を示す。測定には EDS を用いている。また各測定

結果は比較を容易にするために，GT110 が 0.93 eV，GT110 の凸状物質と BF31 が 0.52 eV

の X 線強度で規格化されている。GT110 の凸状物質と BF31 のスペクトルは，強度の違

いがあるものの，ピーク位置が一致している。したがって，GT110 の凸状物質は BF31

の一部であり，アーク放電によって付着したものと考えられる。 
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図 4.3.1 通過電気量と質量変化の関係（陽極：GT110，陰極：PC78A） 

 

  

-0.04

-0.02

0

0.02

0.04

0 50 100 150 200 

質
量

変
化

M
G

T-
PC

,M
 PC

(g
)

通過電気量 Q (C)

トロリ線 (100A) すり板 (100A)
トロリ線 (120A) すり板 (120A)
トロリ線 (150A) すり板 (150A)



56 
 

 

 
図 4.3.2 アーク放電後の GT110 の表面（倍率 100，通過電気量 170 C）  

 

 

図 4.3.3  アーク放電後の PC78A の表面（倍率 100，通過電気量 170 C） 
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（a）－1 msec （b）0 msec 

  
（c）16 msec （d）26 msec 

 
（e）アーク放電後の PC78A の側面（倍率 100） 
図 4.3.4  アーク放電終了前後の PC78A 側面の状態 
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図 4.3.5 通過電気量と質量変化の関係（陽極：GT110，陰極：BF31） 
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（a）トロリ線表面のアーク痕（上面図） 

 
（b）トロリ線表面のアーク痕（鳥瞰図） 

図 4.3.6  アーク放電後の GT110 の表面（倍率 100，通過電気量 170 C） 

 

 

（a）アーク痕の上面図 

 

（b）アーク痕の鳥瞰図 

図 4.3.7 アーク放電後の BF31 の表面（倍率 100，通過電気量 170 C） 
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図 4.3.8 GT110，凸状物質，BF31 の X 線エネルギースペクトル 
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4. 4 考察 
 

トロリ線とすり板のアーク放電実験の結果から，アーク放電終了後の PC78A の表面

に粒状物質が観測されたこと，PC78A より BF31 の方が通過電気量当たりの質量変化量

が大きいこと，陽極であるトロリ線の質量が通過電気量に比例して増加することがわか

った。それぞれについて以下で考察するとともに，本実験結果と実際の電気鉄道で観測

される現象との比較も行う。 

 

4. 4. 1 PC78A 表面の粒状物質 
 

アーク放電が発生している陰極近傍には，高温の陰極点が形成されると考えられてい

る4.2)

 

。これにより輝点やその周辺も高温になると考えられる。高速度カメラの映像から

アーク放電終了後に時間の経過とともに輝点が小さくなり，その周辺で粒状物質の形成

が確認できた。これをEDSで測定した結果，銅であることがわかった。一方で，銅は陽

極のGT110 ならびに陰極のPC78Aの両方に含まれている。したがって，この測定結果を

用いて粒状物質がGT110 のものであるのか，PC78Aのものであるのかを決定することが

できない。しかし，これがGT110 の材料の一部でないことは，アーク放電終了後でGT110

の質量が減少していなかったことからも推察できる。したがって，この粒状物質はアー

ク放電の発生により，高温となった輝点周辺でPC78Aに含まれた銅が溶出し，アーク放

電終了後に凝固したものであると考えられる。 

4. 4. 2 PC78A と BC31 の質量現象の違い 
 

アーク放電の発生による陰極質量の減少は，陰極点が高温・高電流密度であること，

高エネルギーの正イオン流が陰極点に突入すること，陰極点前面気圧と陽光柱に圧力差

があることなどの影響を受けて発生する陰極からの蒸気ジェットによって生じると考

えられている4.2)。しかし，これだけではPC78AとBF31 の通過電気量当たりの質量減少

量の違いを説明することができない。そこで，この質量減少量の違いが生じるメカニズ

ムについて以下で考察する。 
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PC78Aで観測された黒いアーク痕は，高速度カメラとその後の表面状態の観察から，

輝点の内側に形成されている。ここにアーク放電が発生したと仮定して電流密度を計算

すると約 23 A/mm2である。この値は文献 4.3 で示されているアークスポットと仮定され

た箇所で観測された電流密度とほぼ一致している。またこのアークスポットでは炭素の

含有率に変化がないものの，銅の含有率の低下が生ずるとの実験結果が報告されてい

る4.3)- 4.4)

アーク放電が発生している面について考えると，ここでは高温の陰極点や輝点の影響

に加えて陽光柱からのふく射熱の影響も受ける。したがって，温度の高い領域が広範囲

に及ぶと考えられる。図 4.3.3 において，4500 μm の範囲で粒状物質が確認できた。こ

れはこの範囲の温度が銅の融点以上であったことを示している。また図 4.3.7 において

も図 4.3.3 と同じ通過電気量で同じ 4500 μm の大きさのアーク痕が確認できる。 

。したがってPC78Aの質量減少は黒いアーク痕に含まれていた銅がPC78Aの外

へ放出されることで生じると考えられる。 

 図 4.4.1 に PC78A と BF31 にアーク放電が発生している際の輝点ならびにその周囲に

おける銅，炭素，鉄の動きを模式的に示す。溶融領域は図 4.3.3，図 4.3.7 の 4500 μm に

相当する陽光柱のふく射熱を受ける箇所と仮定する。（a）においてアーク放電が発生す

ると，PC78A の輝点において PC78A に含まれる銅の蒸発が生じる。また溶融領域にお

いて PC78A に含まれる銅が輝点や陽光柱のふく射熱の影響を受けて溶融する。溶融し

た銅は PC78A の溶融領域を覆う。このとき，一部が輝点から PC78A の外へ放出される

ものの，輝点に炭素が固体として残っているため，大部分が溶融領域に残る。また溶融

領域の温度はアーク放電終了後の表面に粒状物質が残っていたことを考えると，銅の沸

点（約 2600 ℃）までしか上昇していないと考えられる。すなわち，ここでの温度は炭

素の沸点（3570 ℃）以下に抑えられていたと考えられる。これにより溶融領域におい

ても炭素が固体として残る。したがって，PC78A における銅の消失は輝点からの銅の

蒸発が主となり，正イオンの流入による銅の飛散が輝点や溶融領域における炭素の存在

でほとんど生じない。BF31 の溶融領域も PC78A の溶融領域と同様に高温になり，その

温度は PC78A と同じ温度である 2600 ℃まで上昇したと仮定すると，鉄の融点（約

1500 ℃）を超える。溶融した BF31 は，その動きを阻害するものが無いため，輝点か

ら蒸発もしくは正イオンの流入により溶融領域から飛散すると考えられる。このように

同じ通過電気量を受けたPC78AとBF31は，同じ大きさのアーク痕が残るものの，PC78A
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の基材である炭素が銅の減少を抑制するため減少量に違いを生じる。 

 

4. 4. 3 陽極質量の増加 
 

アーク放電実験の結果から，陽極側の質量増加が確認された。GT110 と PC78A の実

験結果では，アーク放電発生後の GT110 の表面に明確な凹凸が見られなく，GT110 の

質量増加の理由を明らかにすることができなかった。しかし，GT110 と BF31 の実験結

果から，アーク放電発生後の GT110 の表面に多数の凸状物質が確認できた。GT110，

GT110 の凸状物質，BF31 の X 線エネルギースペクトル測定結果から，GT110 の凸状物

質と BF31 のスペクトルが，ほぼ一致していた。したがって，アーク放電発生後の陽極

GT110 の質量増加は，陰極 BF31 の材料の一部が付着することで生じると考えられる。 

筆者の実験よりも電圧や電流が低く，電極材料も異なるものの，電気接点においても

同様の現象に関する報告がある4.5)

なお，陽極へ付着する陰極材料は，GT110 と PC78A の実験結果ならびに GT110 と

BF31 の実験結果から陰極材料の質量変化量の 30～45%である。 

。これによると陰極ならびに陽極の質量変化の傾向は，

アーク長（もしくはアーク継続時間）によって変わるとされている。筆者の実験でのア

ーク放電終了時の電極間距離は約 10～40 mmであり，文献 4.5 におけるアーク長が 100 

μm以上で生じる陽極の質量増加と一致する。 

 

4. 4. 4 実際の電気鉄道における現象との比較 
 

ここでは一例として，新幹線で測定されたすり板のアーク損耗を含むしゅう動摩耗の

値と本実験結果の比較を示す。 

文献 4.6 は，鉄系金属すり板を使用した実際の新幹線におけるアーク損耗を含むしゅ

う動摩耗が約 400 μg/C であったと報告している。これは本章で示した鉄系金属すり板

のアーク損耗の値である 200 μg/C とオーダーで一致している。なお，本実験では，ト

ロリ線とすり板のアーク損耗のみを扱っている。したがって，この実験結果を実際のト

ロリ線とパンタグラフ間で生じる現象に適用し，すり板摩耗量を推定するためには，し

ゅう動による摩耗量を何らかの形で測定もしくは推定する必要がある。 
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(a) PC78A           (b) BF31 

図 4.4.1 アーク放電時の輝点周辺における材料の動き 
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4. 5 結言 
 

アーク放電がトロリ線とすり板の損耗にどのような影響を及ぼすのかを明らかにす

るために，硬銅トロリ線と銅ならびにカーボンが約 50%の組成を持つカーボン系すり板

および鉄が主成分の鉄系金属すり板を電極に用いてアーク放電実験を行った。その結果

を考察することで以下のことが明らかになった。 

(1) 陽極に硬銅トロリ線，陰極にカーボン系すり板を用いてアーク放電実験を行った結

果，硬銅トロリ線の質量は 20 μg/C で増加し，カーボン系すり板の質量は 70 μg/C で

減少した。 

(2) 陽極に硬銅トロリ線，陰極に鉄系金属すり板を用いてアーク放電実験を行った結果，

硬銅トロリ線の質量は 90 μg/C で増加し，鉄系金属すり板の質量は 200 μg/C で減少

した。 

(3) カーボン系すり板と鉄系金属すり板の質量変化の違いは，カーボン系すり板の基材

である炭素がアーク放電による銅の飛散を防ぐために生じる。 

(4) 陰極の質量減少に対して陽極の質量増加が観測された。陽極の質量増加量は，陰極

の質量減少量の 30～45%である。 
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第 5 章 離線アークがトロリ線へ及ぼす影響 

 

 

5. 1 緒言 
 

 4 章において，アーク放電後の陽極であるトロリ線表面には陰極であるすり板の一部

が付着すること，アーク放電前後でトロリ線の質量が増加することを実験で明らかにし

た。一方で，トロリ線表面にはクレータ状の凹部が観測されており，陽極の質量増加は，

凹部の形成によって失われた質量よりも多い陰極材料の付着によって生じているもの

と考えられる。 

2.4.6 項（1）で述べたように，通電された静接点のアーク放電発生直前で，電極間に

溶融ブリッジが形成されること，動接点においても，溶融ブリッジの破壊とアーク放電

による材料の蒸発の発生が実験的，解析的に示されている。筆者も静接点において，接

点開離時に電極から溶融ブリッジを形成する材料が供給され，その破壊とともにアーク

放電が発生すること，アーク継続時間とともに材料が蒸発すること，溶融ブリッジの破

壊と材料の蒸発によりトロリ線表面上にクレータ状の凹部が形成されることを実験的

に確認した。 

 特に，クレータ状の凹部やアーク放電による材料の蒸発がトロリ線の摩耗と関連があ

ると考え，アーク継続時間を任意に変えることで，凹部形状の時間変化について詳細な

実験を行った。実験ならびに解析を進める中で，実験結果から算出された溶融ブリッジ

の質量とアーク継続時間が短いときのアーク放電によって失われた電極の質量がほぼ

一致することがわかった。一方で，アーク放電の発生直前までに電極間へ入力したエネ

ルギーから算出される電極表面の溶融金属の質量は，溶融ブリッジの質量よりも最大で

100 倍程度大きかった。これらに着目することで，アーク放電発生直前から数十 ms の

間に電極間と陽極表面で生じている現象を考察し，直流電気鉄道におけるトロリ線のア

ーク放電による損耗メカニズムを明らかにした。 
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5. 2 実験方法と条件 
 

5. 2. 1 実験装置 
 

 実験装置は図 3.1.1 に示したものを，電極は表 3.2.1 の材料を図 3.2.1 の形状に加工し

て使用した。また，図 5.2.1 に実験装置ならびに測定装置を模式的に示すとともに，図

5.2.2 に回路図を示す。 

実験では，直流電源から 50 V の電圧を印加し 80～410 A（抵抗値 0.12～0.63 Ω）の

電流を流した状態で，すり板を鉛直下向きに移動させてアーク放電を発生させた。その

後，0.2～100 ms でサイリスタを点弧してアーク放電を消弧した。また，接点の開離に

ともない変化する電極間距離を，レーザ変位計で測定するとともに，そのデータと電極

間電圧，電流をデジタルオシロスコープで記録した。 

本実験における電流値は，電源容量および実験装置の制約から，最大値で 400 A 前後

としている。また，接点降下速度は 10 mm/s に設定した。 

 

5. 2. 2 測定波形の例 
 

図 5.2.3 に，デジタルオシロスコープで記録された測定波形の例を示す。この例は，

約 400 A の電流を流した状態で電極を開離させた実験結果である。50 ms でアーク放電

が発生し，図 5.2.3 (a)に示されているように電極間電圧が 10 V 以上へ上昇している。ま

た，図 5.2.3 (b)に示されているように，その瞬間に電流波形の変化も確認できる。なお，

本章では電極間電圧が 10 V 以上になった瞬間をアーク放電が発生した瞬間とした。そ

の後，100 ms 経過してサイリスタが点弧し，電極間電圧が 10 V 以下となることで，ア

ーク放電が終了している。図 5.2.3 (c)の電極間距離は，実験結果を見易くするために，

実験開始前の接点が閉じている状態を基準とし，そこから鉛直下向きを負として示して

いる。この実験条件において，アーク放電発生直前の電極間距離は，80 μm であった。

以後，この電極間距離を溶融ブリッジの長さと呼ぶ。 
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5. 2. 3 接触力と電極の変形 
 

電極間の接触力は最大で 19.6 N とした。円柱と平板が 19.6 N の接触力でヘルツ接触

をしている場合の電極の変形量は約 4 μm である。本実験においても，同程度の電極の

変形が生じていると考えられるが，筆者はこの変形量が既述した溶融ブリッジの長さの

5%程度であり，以後の計算や考察に与える影響が小さいと考えた。 

 

5. 2. 4 凹部の測定 
 

図 5.2.4 に，PC78A および BF31 を陰極に用いてアーク放電を発生させた後のトロリ

線表面の例を示す。いずれの表面にも円形状のアーク痕が確認できる。 

トロリ線表面に形成される凹部の形状は，3 次元計測可能なデジタルマイクロスコー

プで測定した。しかし，BF31 を用いた場合，アーク痕の大部分が凸部で覆われた状態

で，凹部の形状を確認できないものが多数あった。そこで，これらのトロリ線について

は，アーク痕の中心で切断し，その切断面を観察することで凹部の大きさを測定した。

また，これらのうち一部のトロリ線に対しては，電子線マイクロアナライザーを用いて，

凹部と凸部の境界を決定した。 

図 5.2.5 に，BF31 を陰極に用いた場合のトロリ線のデジタルマイクロスコープと電子

線マイクロアナライザーの観察結果を示す。この図では中心付近にすり板材である鉄が

付着しており，その両側の A 箇所と B 箇所に凹部がある。この場合，それぞれの半径

の二乗和の平方根を凹部半径とした。 

 

5. 2. 5 高速度カメラ 
 

GT110 と PC78A のアーク放電実験において溶融ブリッジの形成，およびその破壊を

高速度カメラで観測した。撮影時の高速度カメラの設定は，1 秒当たり 20000 フレーム，

シャッタースピード 1/20000 秒とした。 
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図 5.2.1 実験装置ならびに測定装置 

 

 

図 5.2.2 回路図 
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(a) 電極間電圧 

 
(b) 電流 

  
(c) 電極間距離 

図 5.2.3 測定波形 
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(a) PC78A（陽極） (b) BF31（陰極） 

図 5.2.4  アーク痕（80A, 0.5ms） 

 

 
(a) アーク放電後のトロリ線断面 

 
(b) 付着物の分析結果 

図 5.2.5  トロリ線断面の測定と分析（411A, 100ms） 
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5. 3 実験結果 
 

5. 3. 1 アーク継続時間と凹部半径の関係 
 

図 5.3.1 に，アーク放電発生直前で回路に流れていた電流（以後，回路電流と呼ぶ）

をパラメータにしたアーク継続時間と凹部半径の関係を示す。なお，実験結果はすべて

1 回の実験によって得られた値を示している。PC78Aを陰極に用いた場合，凹部半径の

増加傾向は，アーク放電発生後，5～10 ms程度で抑えられることがわかる。また，BF31

を陰極に用いた場合においても，凹部半径の増加傾向は，10 ms程度で抑えられること

がわかる。 

BF31 を陰極に用いた場合のアーク継続時間が短い条件では，トロリ線の凹部の観測

結果にばらつきがみられた。これは電極間の介在物の有無が影響しているものと考えら

れる。文献 5.1 の銅と鉄を電極に用いた際の接点温度のシミュレーションにおいて電極

間に介在物がない条件では，鉄が融点に達する一方で，銅が融点に達しないことが示さ

れている。また，介在物の抵抗率が 3.5×10-2 μΩm（銅の抵抗率の 2 倍）以上になると銅

が融点に達する条件が現れることも示されている。筆者は実験前に電極の研磨と脱脂を

行っている。しかし，GT110 とBF31 ではトロリ線の凹部形成に介在物の影響が顕著に

現われ，その結果として凹部の観測結果にばらつきが生じたものと考えられる。 

図 5.3.2 に，回路電流とアーク継続時間 0.2 ms後の凹部半径および凹部半径の増加傾

向が抑えられた後の凹部半径の平均値の関係を示す。それぞれ，最小二乗法で凹部半径

R (μm)を電流I (A)の関数として表すと式(5.3.1)～(5.3.3)となる。 

＜陽極GT110，陰極PC78A＞ 

アーク継続時間 0.2 ms  R = 0.8 I   ・・・・・・・・(5.3.1) 

アーク継続時間 5 ms以上 R = 2.5 I   ・・・・・・・・(5.3.2) 

＜陽極GT110，陰極BF31＞ 

アーク継続時間 10 ms以上 R = 1.2 I +462   ・・・・・・・・(5.3.3) 

PC78Aを陰極に用いた場合の凹部半径は，アーク継続時間が 0.2 msおよび 5 ms以上の

平均値のどちらにおいても回路電流に比例する。また，BF31 を用いた場合の凹部半径

は，アーク継続時間が 10 ms以上の平均値において電流の 1 次関数として表すことがで
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きる。 

 

5. 3. 2 アーク継続時間と凹部体積の関係 
 

図 5.3.3 に，回路電流をパラメータにしたアーク継続時間と凹部体積の関係を示す。

凹部体積の大きさは，回路電流によって異なるものの，アーク継続時間が 0.2 msで，10-4

～10-2 mm，アーク継続時間が 100 msで 10-3～100

また，図 5.3.3(b)の回路電流 411 A，アーク継続時間 0.5～5 ms において，その増加傾向

が他の実験結果よりも大きくなっているが，これは，図 5.3.2（b）に示したようにトロ

リ線表面の凹部の観測結果にばらつきあるために生じているものと考えられる。 

 mmのオーダーである。 

 

5. 3. 3 
 

回路電流と溶融ブリッジの長さの関係 

図 5.3.4 に回路電流とアーク放電発生直前に観測された溶融ブリッジの長さの関係を

示す。溶融ブリッジの長さは，陰極に PC78A を用いた場合で平均 80 μm，陰極に BF31

を用いた場合で平均 100 μm であった。 

 

5. 3. 4 
図 5.3.5 に，GT110 と PC78A の組み合わせにおいて，高速度カメラのモニタ上で，溶

融ブリッジの破壊が観測される直前を基準として，それが破壊し，材料の飛散が少なく

なるまでを時系列で示す。0 ms において弱い光を放っている箇所が，0.05 ms で強い光

を放ちながら急激に大きくなる。その後，0.35 ms で溶融ブリッジの中心部付近から外

へ向けて飛散する多くの物質が観測された。材料の飛散は約 4.6 ms 程度まで断続的に

観測されるものの，その量は，0.05～0.35 ms で観測される飛散物の量に比べて少ない。 

溶融ブリッジの形成と破壊 
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(a) GT110 の凹部半径（陰極：PC78A） 

 

(b) GT110 の凹部半径（陰極：BF31） 

図 5.3.1  アーク継続時間と凹部半径の関係 
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(a) GT110 の凹部半径（陰極：PC78A） 

 
(b) GT110 の凹部半径（陰極：BF31） 

図 5.3.2  回路電流と凹部半径の関係 
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(a) GT110 の凹部体積（陰極：PC78A） 

 
(b) GT110 の凹部体積（陰極：BF31） 

図 5.3.3  アーク継続時間と凹部体積 
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(a) 陰極 PC78A 

 

(b) 陰極 BF31 

図 5.3.4  回路電流と溶融ブリッジの長さ 
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（a）0 ms 

 

（b）0.05 ms 

 

（c）0.35 ms 

 

（d）4.6 ms 

図 5.3.5 溶融ブリッジの破壊 

 

  

すり板表面

トロリ線表面
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5. 4 考察 
 

5. 4. 1 溶融ブリッジを形成する物質 
 

本実験においてアーク継続時間が最も短い 0.2 ms の実験結果を用いて溶融ブリッジ

を形成する物質について考察する。GT110 と PC78A の組み合わせにおいて，溶融可能

な材料は銅のみである。したがって，この時の溶融ブリッジを形成する物質は，銅であ

る。 

一方，GT110 と BF31 の組み合わせにおいて，溶融可能な材料は銅，鉄，ニッケルが

あるが，主成分は，銅と鉄である。したがって，この組み合わせにおいて溶融ブリッジ

を形成する物質は，銅もしくは鉄であると考えられる。このことから，図 5.3.2 のアー

ク継続時間が 0.2 ms の条件において，トロリ線表面に凹部が観測された場合の溶融ブ

リッジを形成した物質は，トロリ線やすり板の主成分である銅や鉄からなる混合物であ

ると考えられる。しかし，トロリ線表面に凹部が観測されなかった場合の溶融ブリッジ

を形成した物質は，すり板の主成分の鉄であると考えられる。 

 

5. 4. 2 電極表面の溶融金属質量，凹部質量，溶融ブリッジ質量の  
関係 

 

図 5.2.3 に示したようにアーク放電が発生する直前では，電極間電圧のわずかな上昇

が観測される。このとき，電極表面の一部の溶融とそこからの材料供給によって溶融ブ

リッジが電極間に形成されるものと考えられる。また，接点へ入力したエネルギーは，

溶融箇所である電極表面の一部と溶融ブリッジで消費されるものと考えられる。これら

の考え方に基づいて，電極表面の溶融金属の質量，アーク放電によって失われた金属質

量（以後，凹部質量と呼ぶ），溶融ブリッジの金属質量を以下で算出する。ただし，計

算式に関しては GT110 と PC78A に関してのみ示す。 

GT110 とPC78Aの組み合わせでは，入力したエネルギーE (J)を求めたうえで，その

1/2 が陽極と陰極に供給され，それぞれの電極表面を溶融させたと仮定した。入力した

エネルギーE (J)ならびにトロリ線表面の溶融金属Ws (g)の算出式をそれぞれ式(5.3.4)，式
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(5.3.5)に示す。なお，トロリ線表面の溶融金属は半球と仮定した。 

𝐸 = 𝑉・𝐼・𝑡         

𝑊s = 𝐸
2・�𝐶Cu・(𝑇Cu−𝑇R)+𝑇MCu�

  

・・・・・・・・(5.3.4) 

ただし，V, I, tを電極の開離が始まってから 10 Vに達するまでの電極間の平均電圧(V)，

平均電流(A)，時間(s)とし，T

・・・・・・・・(5.3.5) 

Cu（=1358 K）を銅の融点，TR（＝293 K）を室温，CCu（＝

0.38 J/g K）を銅の比熱，TMCu

また，アーク継続時間が 0.2 msのときの凹部質量W

（＝201 J/g）を銅の融解熱とした。また電極の開離が始ま

った瞬間は，例えば図 5.2.3(c)にあるように電極間距離が 0 からマイナス方向へ変化し

た瞬間を測定波形から判断した。 

c(g)は，図 5.3.3 の値に銅の密度ρcu 

(=8.94 g/cm3)を乗ずることで算出した。さらに，溶融ブリッジの質量Wa 

図 5.4.1 に GT110 と PC78A の組み合わせにおける回路電流とトロリ線表面の溶融金

属の質量，凹部質量，溶融ブリッジの質量の 1/2 の関係を示す。この結果から，トロリ

線から供給される溶融ブリッジの金属質量は，トロリ線表面の溶融金属質量の 1/100 程

度であること，アーク継続時間が 0.2 ms のときの凹部質量が溶融ブリッジの質量とほ

ぼ等しいことがわかる。 

(g)は，アーク継

続時間 0.2 msの凹部半径と溶融ブリッジの長さから溶融ブリッジの体積を求めたうえ

で，そこに銅の密度を乗じて算出した。ただし，溶融ブリッジへの金属の供給は各電極

から等しく行われるものと仮定する。  

GT110 と BF31 の組み合わせでは，トロリ線表面に凹部が観測されない場合があり，

溶融ブリッジの材質を一意的に決めることができない。そこで，供給したエネルギーの

すべてがトロリ線もしくはすり板の溶融に使われたと仮定した。また，トロリ線表面に

凹部が観測された条件では溶融ブリッジへの金属の供給がすべてトロリ線から行われ

たと仮定し，トロリ線表面に凹部が観測されなかった条件では溶融ブリッジへの金属の

供給がすべてすり板から行われたと仮定した。  

図 5.4.2 に，GT110 と BF31 の組み合わせにおける回路電流とトロリ線表面の溶融金

属質量，すり板表面の溶融金属質量，凹部質量，溶融ブリッジの金属質量の関係を示す。

凹部質量が溶融ブリッジの質量よりも 1/10 程度小さく，溶融ブリッジへの溶融金属の

供給がすり板から行われている可能性がある。また，溶融ブリッジの金属質量はトロリ

線やすり板表面の溶融金属質量の 1/5～1/100 であることもわかる。 
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5. 4. 3 溶融金属の蒸発 
 

図 5.3.4 に示したようにアーク放電が発生した瞬間に溶融ブリッジは爆発的に飛散す

る。しかし，溶融ブリッジの金属質量は，アーク放電発生直前までに電極間へ入力した

エネルギーから算出したトロリ線表面の溶融金属質量に比べて少ない。したがって，ト

ロリ線表面の溶融金属は，溶融ブリッジ破壊後もその表面に留まっているものと考えら

れる。この溶融金属は，アーク継続時間の増加とともに失われることで凹部半径や凹部

体積が増加するものと考えられる。そこで，以下において溶融金属が失われるメカニズ

ムについて考察する。 

アーク放電が発生した瞬間の電極間距離は 100 μm オーダーであり，大気中における

電子の平均自由行程 0.1 μm オーダーと比べてはるかに大きい。したがって，本実験で

観測されたような溶融金属の消失は，文献 5.2～5.4 に示されているような電子の衝突に

起因した陽極の損耗メカニズムと異なると考えられる。 

アーク放電が発生した後，アーク放電が継続することで陽極は熱せられ，溶融金属が

蒸発することが考えられる。そこで，トロリ線表面に残った溶融金属を蒸発させるのに

必要なエネルギーE ’ (J)と，そのエネルギーを入力するのに必要な時間 t ’(s)を式(5.3.6)

式(5.3.7)で算出した。ただし，陽極へのエネルギーの入力は，文献 5.5 の結果を用いて，

電極間へ入力したエネルギーの 60%とした。 

𝐸′ = 𝐶Cu・(𝑇′Cu −  𝑇Cu)・(𝑊s −  𝑊a) + (𝑊s− 𝑊a)・𝛼
𝑀Cu

 ・・(5.3.6) 

𝑡′ = 𝐸′

0.6・𝐼・𝑉′
  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・(5.3.7) 

ただし，T ’Cu(=2835 K)を銅の沸点，MCu（=63.5 g/mol）を銅の 1 モルあたりの質量，     

α（=300.4×103 

 図 5.4.3 に，回路電流とトロリ線表面の溶融金属を蒸発させるのに必要な時間の関係

を示す。PC78A，BF31 を陰極に用いた場合で 5～10 ms，BF31 を陰極に用いた場合で

10～20 ms を要することがわかる。この値は，図 5.3.3 のトロリ線凹部の増加傾向が抑

えられる時間にほぼ一致する。これらの考察から溶融ブリッジが破壊され，アーク放電

J/mol）を銅の蒸発熱とした。また，V ’(V)には，アーク放電が発生して

いる間の電極間の平均電圧として実験結果から得られた値である 12 Vを使用した。 
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が発生した後，数十 ms の間でトロリ線表面に残った溶融金属が蒸発し，このときにト

ロリ線凹部の大きさが増加するものと考えられる。 

一方，本研究では溶融金属の蒸発後，凹部大きさの増加傾向が抑えられる現象を解明

するに至らなかった。今後，熱損失等を加味したうえで，詳細な計算を進める必要があ

る。 

 

5. 4. 4 モデル化 
 

図 5.4.4 に，アーク放電直前からアーク継続時間 10 ms 前後までの間において，電極

間ならびにトロリ線表面で生じている現象を模式的に示す。ただし，ここでは GT110

と PC78A の組み合わせを例とした。 

アーク放電直前に溶融ブリッジが形成され（図 5.4.4（a）），それが破壊するとともに，

アーク放電が発生し，陽光柱から溶融金属が飛散する（図 5.4.4（b））。その量は，GT110

表面の溶融金属の 1/100 程度である。したがって，ここでアーク放電が終わると，GT110

表面には小さな凹部が残る。一方，アーク放電が継続すると，GT110 の表面の溶融金属

の蒸発が進み，凹部が大きくなる（図 5.4.4（c））。 
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図 5.4.1  回路電流と溶融金属，凹部ならびに溶融ブリッジの質量 

(陽極：GT110, 陰極：PC78A) 

 

 
図 5.4.2 回路電流と溶融金属，凹部ならびに溶融ブリッジの質量 

(陽極：GT110, 陰極：BF31) 

 

 

図 5.4.3 トロリ線の溶融金属の蒸発時間 
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（a）溶融ブリッジ 

   

（b）溶融ブリッジの破壊 

 
（c）溶融金属の蒸発 

図 5.4.4 凹部形成のメカニズム 
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5. 5 電気鉄道への応用 
 

電気鉄道におけるトロリ線とすり板の上下方向の相対速度は，100 mm/s程度である。

これに車両の移動速度が加わると，トロリ線から見たすり板の移動速度は数十 m/s とな

る。 

直流電気鉄道において，車両が走行している際に，トロリ線とすり板の接触状態が悪

くなると，溶融ブリッジの形成，破壊が生じ，続いて陽光柱が発生する。しかし，車両

とともにすり板が移動するため，陽光柱のトロリ線側の端部は，一点に留まることがで

きずに，トロリ線上を移動するものと考えられる。既述したように静接点におけるトロ

リ線の凹部の形成は，溶融ブリッジの破壊と溶融金属の蒸発が主であるものの，溶融金

属の蒸発には 5～20 ms の時間を要する。したがって，電気鉄道におけるトロリ線のア

ークによる損耗は，溶融ブリッジの破壊による材料の飛散が主であると考えられる。 

また，陽光柱の移動先のトロリ線表面は，溶融金属が無い状態である。図 5.3.3 の実

験結果において，凹部半径の増加が抑えられる現象は，溶融金属が蒸発した後の現象で

あると考えられ，溶融金属が無い状態と見なすことができる。したがって，陽光柱の移

動先のトロリ線の金属蒸発量は，溶融ブリッジの形成，破壊が生じた箇所における凹部

質量よりも小さいと考えられる。 

このことから，走行中の直流電気鉄道車両のトロリ線とすり板間でアーク放電が発生

したと仮定すると，トロリ線のアーク放電による摩耗は，すり板がトロリ線から離れた

点で最も大きくなり，陽光柱の移動先で小さくなるものと考えられ，離線アークの発生

回数が深く関係する。これは 2.4.6 項に示したトロリ線の摩耗が離線アークの発生する

箇所で大きくなることとも一致する。 
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5. 6 結言 
 

本章では，トロリ線とすり板を電気接点に用いたうえで，アーク継続時間を任意に変

更し，陽極であるトロリ線表面の凹部を測定した結果を示した。特に，この実験におい

て，アーク放電直前までに電極間へ入力したエネルギーから算出される材料の溶融金属

質量に対して，実験結果から算出された溶融ブリッジの金属質量やアーク放電によって

失われた電極表面の金属質量間に大きな相違が確認された。そこで，この相違に着目し

て，凹部の形成過程を考察し，アーク放電直前から 10 ms 前後までで電極間ならびにト

ロリ線表面で生じている現象をモデル化した。本実験条件で得られた結果ならびに考察

結果を以下にまとめる。 

(1) トロリ線表面に形成される凹部半径は，陽極に硬銅トロリ線を，陰極にカーボン系

すり板を使用した場合で，回路電流に比例する。また，陰極に鉄系すり板を使用し

た場合では，アーク継続時間が 10 ms 以上において電流の 1 次関数で表される。 

(2) 本実験において，溶融ブリッジの長さは，硬銅トロリ線とカーボン系すり板の組み

合わせで平均 80 μm，硬銅トロリ線と鉄系すり板の組み合わせで平均 100 μm であっ

た。 

(3) アーク放電発生直前までに電極表面に溶融金属が形成されるとともに，電極間に溶

融ブリッジが形成される。溶融ブリッジは，アーク放電の発生により飛散するが，

その質量は電極表面の溶融金属質量の 1/5～1/100 である。  

(4) 溶融ブリッジの飛散後も電極表面に溶融金属が残るものの，その溶融金属の蒸発は

電極間へ入力したエネルギーに応じて進み，本実験条件で 5～20 ms を要した。 

(5) 直流電気鉄道におけるトロリ線のアーク放電による摩耗は，溶融ブリッジの形成，

破壊が生じた点で大きく，陽光柱の移動先で小さいと考えられる。したがって，ト

ロリ線の離線アークによる損耗量は離線アークの発生回数が大きく関係している。 
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第 6 章 紫外線検出離線アーク測定装置の開発 

 

 

6. 1 緒言 
 

 2.4.6 項（2）で述べたように日本で使用されている離線アーク測定装置にはプラスチ

ック光ファイバが用いられており，フランスで使用されているものには石英光ファイバ

が用いられている。石英光ファイバは高価であるうえ，その取扱いにも難がある。一方

で，紫外線の透過が可能であり，光学フィルタを用いることで，太陽光の影響を受けに

くい離線アーク光の測定が可能となる。 

そこで筆者はプラスチック光ファイバを用いた離線アーク測定装置で，離線アーク光

に含まれる紫外線を検出することができるように，受光部に取付ける波長変換ユニット

を開発した。 

 本章では，波長変換ユニットの構造，それを取付けた離線アーク測定装置の特性に関

する実験結果を述べる。 
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6. 2 離線アークとその測定装置 
 

6. 2. 1 離線アーク光の特徴 
 

離線アーク光はトロリ線とすり板の離線にともない発生する強い光である。図 6.2.1

に，離線アーク光と太陽光のスペクトル分布を示す。離線アーク光は，陽極に硬銅トロ

リ線（GT110）を，陰極に新幹線や在来線で使用されているすり板（BF31, PC78A）を

用いて発生させた。また，スペクトル分布の測定は，離線アーク光の発生点から約 1.1 m

離れた点に分光器を設置して行った。 

 離線アーク光の特徴として，広い波長域の電磁波を含むこと，220 nm 付近（CuⅡ），

320 nm 付近（CuⅠ），520 nm 付近（CuⅢ）にピークを持つこと，在来線と新幹線で，

強度の違いがあるものの，両者のスペクトル分布に大きな違いがないことがわかる。ま

た，太陽光の放射強度は 300 nm 付近から増加することもわかる。 

  

6. 2. 2 離線アーク光の測定装置 
 

図 6.2.2 に，プラスチック光ファイバを用いた離線アーク測定装置の使用例を模式的

に示す。受光部をパンタグラフから 2～5 m 離れた場所に設置するとともに，光電子増

倍管などからなる検出器を車内に設置する。加えて，受光部から検出器まではプラスチ

ック光ファイバを敷設する。離線アーク光は，受光部からプラスチック光ファイバをと

おり，検出器内部の光電子増倍管で電圧に変換され，記録装置へ伝送される。  

プラスチック光ファイバのコア材料に，有機ポリマが用いられている。有機ポリマは

赤外領域に分子振動吸収特性，紫外領域に電子遷移吸収特性を有する6.1)。したがって，

プラスチック光ファイバを用いた離線アーク測定装置は，可視光線に反応する。図 6.2.1

に示したように，太陽光は可視光領域の強度が強い。このため，プラスチック光ファイ

バを用いた離線アーク測定装置の測定精度は，屋外が明るい時間帯では低下する。なお，

離線アーク測定装置で使用している光電子増倍管は，浜松ホトニクス製のR212UHであ

る。また，プラスチック光ファイバは，コア径が 486 μm，減衰率が 400～550 nmの平均

値で，約 2.5%である。  
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図 6.2.1 アーク光と太陽光のスペクトル分布 

 

 

 

図 6.2.2 離線アーク測定装置の使用例 
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6. 3 波長変換ユニットの開発 
 

離線アーク光のスペクトルは，220 nm 付近，320 nm 付近，520 nm 付近にピークを持

つ。一方，太陽光のスペクトル分布は 300 nm 付近から増加する。そのため，太陽光の

影響を受けにくい離線アーク光の測定を行うためには，220 nm 付近の光を検出すれば

よい。 

プラスチック光ファイバを用いた離線アーク測定装置は，可視光線を検出する。その

ため，この測定装置を用いて直接的に紫外線を検出することは不可能である。しかし，

受光部でアーク光に含まれる紫外線を可視光線に変換し，それをプラスチック光ファイ

バで検出器まで伝送することで，間接的な紫外線の検出が可能である。以下では紫外線

から可視光線への波長の変換方法について述べる。 

 

6. 3. 1 波長変換方法 
 

図 6.3.1 に波長変換方法を模式的に示す。干渉フィルタはアーク光に含まれる紫外線

を透過する。その透過した紫外線は，けい光ガラスで可視光線に変換される。 

図 6.3.2 に，この波長変換のために設計ならびに製作した干渉フィルタの透過率の測

定結果を示す。なお，測定には分光光度計を用いた。この干渉フィルタは半値幅が 22 nm

（透過帯 198～220 nm）である。また，けい光ガラスは，文献 6.2 のうち，けい光強度

が入射光遮断後，約 2 μs で 1/10 以下に減衰するルミラス B を使用しており，紫外線を

約 380～550 nm の可視光線に変換する。 

 

6. 3. 2 波長変換ユニット 
 

受光部は屋外に設置されるので，干渉フィルタやけい光ガラスも屋外で使用すること

になる。そこで，JIS C 0920 の保護等級 IP67（Internal Protection 6：耐じん形，7：水中

への浸漬に対する保護）を有するハウジングを製作し，これに干渉フィルタとけい光ガ

ラスを収納した。ここでは，このハウジングに干渉フィルタとけい光ガラスが収納され

たものを波長変換ユニットと呼ぶことにする。図 6.3.3 に離線アーク測定装置の受光部
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に波長変換ユニットを装着した状態を模式的に示す。光が通る直径 D (mm)の開口部の

み，石英ガラスが用いられ，その他はアルマイト処理を施したアルミニウムが用いられ

ている。また，開口部からプラスチック光ファイバの先端までの距離は L (mm)である。 

  

  



94 
 

 

図 6.3.1  紫外線から可視光線への波長変換方法 

 

 
図 6.3.2 干渉フィルタの透過率 

 

 
図 6.3.3  受光部への波長変換ユニット取付状態 
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6. 4 波長変換ユニットを用いた離線アーク測定装置の出力測定 
 

6. 4. 1 微小なアーク放電の検出 
 

国際規格において，離線アーク測定装置は 100 μsec以下の離線アーク光に反応するこ

とが求められている6.3)

アーク放電の検出は，印加電圧が一定であれば，電流が小さいほど難しくなる。また，

実際のフィールドを走行する電車のすり板に流れる電流は，電車の走行中に大きく，停

車中に小さくなる傾向にある。停車中の電流量は，車両によって異なるものの 100 A前

後である

。そこで，受光部に波長変換ユニットを装着した離線アーク測定

装置（以後，紫外線検出離線アーク測定装置と呼ぶ）の 100 μsec以下のアーク放電に対

する反応を測定することとした。なお，アーク放電を発生させるうえでのアーク電流は，

文献 6.3 に記載されていないため，以下のように決めた。 

6.4)

図 6.4.1 に，アーク放電を発生させた電極開閉装置と測定系統の回路を示す。微小な

アーク放電の検出実験は，アーク継続時間 100 μs，電圧 50 V，電流 70 A，抵抗 0.7 Ω に

設定して行った。この実験では，電極間の電圧，電極間に流れる電流，ならびに紫外線

検出離線アーク測定装置から出力される電圧をデジタルオシロスコープで測定した。な

お，受光部は，測定装置の微小なアーク放電に対する反応を観測するために，電極開閉

装置の接点から，40 mm 離して設置した。 

。そこで，微小なアーク放電は，実際にトロリ線とすり板に用いられている

材料を接点材料に用いて，その継続時間を 100 μs以下，電流を 100 A以下として発生さ

せることにした。接点に用いた材料は，陽極がみぞ付き硬銅トロリ線GT110 と陰極がカ

ーボン系すり板PC78Aである。 

図 6.4.2 に微小なアーク放電を発生させたときの紫外線検出離線アーク測定装置の出

力の変化と，電極間電圧ならびに電極間電流の変化を示す。この測定結果から，紫外線

検出離線アーク測定装置は 100 μsec 以下のアーク光を検出できること，ならびにアーク

光が無い場合，0.1 V オーダーの出力のばらつきを持つことがわかった。 

  



96 
 

 

6. 4. 2 光の入射角度と出力の関係 
 

離線アーク光の測定において，受光部の向きは，パンタグラフの中心で，かつトロリ

線の標準的な高さ（レール面から新幹線で 5.0 m，在来線で 5.1 m）の方向である。しか

し，トロリ線は場所によって水平方向にその位置が変化するように，ジグザグに架設さ

れているうえ，その高さも変化する。したがって，アーク光の発生箇所は電車の走行位

置で変化する。この変化は，受光部に対する光の入射角度の変化になり，これにともな

い紫外線検出離線アーク測定装置の出力変化も生じる。そこで，光の入射角度と紫外線

検出離線アーク測定装置の出力の関係を測定することとした。 

図 6.4.3 に測定方法を模式的に示す。光源から 3000 mm離れた箇所に受光部を設置し，

受光部の向きを変化させた。そのときの受光面の法線と入射光のなす角，ならびに紫外

線検出離線アーク測定装置の出力を測定した。なお，受光面の開口部に対して，光は約

0.4°の広がりを有するものの，ほぼ平行であると見なした。 

図 6.4.4 に光が受光面に対して垂直に入射した時の出力を基準とした場合の入射角度

と出力の関係を示す。なお，図中の破線は，入射光量の比を式（6.4.1）で求めた値であ

る。 

式（6.4.1）は， 図 6.4.5 に示した楕円の面積と円の面積の比に対して，光の入射角度

の変化（-90°≦θ≦90°）を乗ずることによって得られる式である。第一項は光の入射

角度の変化による光量の変化を，第二項が入射角度の変化にともない光が波長変換ユニ

ットのハウジングによって遮られることによる光量の変化を，θ= 0°を基準として近似

的に表している。 

θθγ sincos
D
L

−=  ・・・・(6.4.1) 

ここで，L，D は図 6.3.3 に示した箇所の長さであり，L=15 mm，D=21 mm である。な

お，L=15 mm は，保護等級 IP67 を満たすために必要な大きさであり，D=21 mm は，光

の受光面を大きくするために，プラスチック光ファイバの直径の 2 倍として設定した値

である。 

実験結果から，光の受光部に対する入射角度の変化は，紫外線検出離線アーク測定装
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置の出力変化として観測されることがわかる。 

 

6. 4. 3 光源からの距離と出力の関係 
 

 受光部が電車の屋根上に設置されるため，パンタグラフと受光部の位置関係は，電車

毎に異なる可能性がある。異なる電車で測定結果を比較するためには，パンタグラフと

受光部の距離に応じて，紫外線検出離線アーク測定装置の出力を補正する必要がある。

そこで，光源から受光部までの距離と，出力の関係を測定するために，光源からの距離

200～700 mm の範囲で紫外線検出離線アーク測定装置の受光部の位置を変更し，そのと

きの出力の測定を行った。図 6.4.6 に光源からの距離と紫外線検出離線アーク測定装置

の出力変化の測定方法を示す。なお，光源からの距離 200～700 mm は実験の利便性の

ために設定した条件である。 

図 6.4.7 に光源と紫外線検出離線アーク測定装置の受光部の距離を 200～700 mmで変

化させた場合の紫外線検出離線アーク測定装置の出力の変化を，距離が 300 mm のとき

の出力を基準として示す。また距離の 2 乗の逆数についても，距離が 300 mm のときの

値を基準として示している。放射束は，距離の 2 乗に反比例することが知られており，

紫外線検出離線アーク測定装置の出力も，放射束の変化に応じて変化していることがわ

かる。 

この結果を用いると，例えば図 6.4.2 のような微小なアーク放電を検出可能とする受

光部と電極開閉装置の接点間の距離は，出力のばらつきが 0.1 V オーダーであることを

考えると，約 160 mm 以下と算出される。 
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図 6.4.1  回路図 
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（a）出力電圧 

 
（b）電極間電圧 

    

（c）電極間電流 

図 6.4.2 測定装置の出力電圧の変化と電極間の電圧，電流の変化 
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図 6.4.3 角度特性の測定方法 

 

 
図 6.4.4  入射角度と出力比の関係 
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図 6.4.5  波長変換ユニット先端から光ファイバまでの入射光の様子 

 

 

図 6.4.6 距離特性の測定方法 

 

 
図 6.4.7 光源からの距離と出力比の関係 
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6. 5 電気鉄道への応用 
 

 離線アークの測定のために電車の屋根へ測定装置を取付ける場合，受光部の取付け位

置としてパンタグラフからの距離を示す必要がある。文献 6.3 では離線アーク光が受光

部の視野内の任意の箇所で発生してもその出力の差異が 10%以内になるように求めて

いる。 

 ここでは，離線アーク光が受光部の視野角内の任意の箇所で発生しても，紫外線検出

離線アーク測定装置からの出力の差異が 10%以内になる受光部の設置箇所について検

討する。 

 

6. 5. 1 トロリ線位置の範囲 
 

トロリ線は，レール面から新幹線で 5 m，在来線で 5.1 mの高さを標準として架設さ

れている6.4)。しかし，トンネル内，こ線橋，こ道橋の箇所ではトロリ線の高さを低くせ

ざる得ない場合がある。また，すり板の局所的な摩耗を防ぐ目的で，トロリ線は水平方

向に，ジグザグに敷設されている。一方，トロリ線の位置は場所によって異なるものの，

保守管理を適切に行うために，ある範囲内に収められている。表 6.5.1 に新幹線と在来

線のトロリ線位置として，ジグザグ偏位もしくはトロリ線の高さの範囲のうち大きい値

を示す6.5)

 

。なお，新幹線のトロリ線の位置範囲は，本線上のオーバーラップやエアセク

ション箇所を除いたジグザグ偏位の値から算出し，在来線のトロリ線の位置範囲は，架

設されているトロリ線の高さの範囲から算出した。 

6. 5. 2 受光部の設置箇所 
 

図 6.4.4 から出力の誤差が 10%になるのは，入射光と受光面の法線が±5°のときであ

る。一方，受光部を電車の屋根上へ取付ける場合，受光部が固定されているため，その

法線は動かないものの，光源となる離線アーク光の位置は変化する。したがって，図

6.4.4 の実験と，電車の屋根上における離線アーク光の位置変化には，受光部の法線の

変化と光源の位置変化という相対的な違いがあるだけである。ゆえに，出力の誤差を
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10%以下とするためには，入射光と受光面の法線±5°を受光部の視野角と見なして，

この中にトロリ線位置の範囲を含めなければならない。表 6.5.2 に出力の差異を 10%以

内に収めるための新幹線ならびに在来線における受光部の設置箇所を，パンタグラフの

中心から車両進行方向に対して後方への距離として示す。 
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表 6.5.1.  トロリ線の移動範囲 

幹在別 トロリ線移動範囲 (m) 

新幹線 0.4 

在来線 0.9 

 

 

表 6.5.2.  受光部のパンタグラフからの距離 

幹在別 パンタグラフからの距離 (m) 

新幹線 2.3 

在来線 5.2 
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6. 6 結言 
集電性能の評価に離線が用いられ，離線アーク光が測定されている。その測定には，

電車の屋根上に受光部を，電車の車内に検出器を設置する装置が用いられている。受光

部から検出器の間では，光ファイバが用いられており，フランスの場合，石英光ファイ

バが，日本の場合，プラスチック光ファイバが用いられている。 

筆者は，アーク光に含まれる紫外線を可視光線に変換することで，日本の離線アーク

測定装置でも離線アーク光を間接的に紫外線で検出することのできる波長変換ユニッ

トを開発した。この波長変換ユニットを用いた離線アーク測定装置の特性について測定

を行った結果を以下にまとめる。 

(1) 波長変換ユニットを取付けた離線アーク測定装置は 100 μsec，70 A のアーク放電を，

アーク光と受光部の距離が 160 mm 以内の条件下において，検出することが可能で

ある。 

(2) 波長変換ユニットを取付けた離線アーク測定装置の出力は，光源から 3000 mm 離れ

た箇所で，光の入射角度に応じて変化する。 

(3) 波長変換ユニットを取付けた離線アーク測定装置の出力は，光源と受光部が 200～

700 mm の距離において，2 乗に反比例する。 
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第 7 章 離線評価指標の目安値策定とその計測手法

の提案 

 

 

7. 1 緒言 
 

 集電性能評価に，離線測定が用いられており，その評価指標として離線率が用いられ

ている。式（2.4.1）～（2.4.2）に示したように NQ，AQ は，離線時間をベースに算出

されるうえ，NQ に至っては離線アークの継続時間が 5 ms 以上のものだけが算出対象と

なっている。 

第 4 章～5 章で示したように，これまでの実験結果からすり板の離線アークによる損

耗は通過電気量に応じて変化すること，トロリ線の損耗は離線回数に深く関係すること

がわかってきた。したがって，離線評価指標としては，すり板に対する評価として通過

電気量を用いること，トロリ線に対する評価として離線回数を用いることが適当である。 

 日本の離線率は，すり板の摩耗量に基づいて決められているものであるが，近年のパ

ンタグラフ数の削減はパンタグラフ当たりの集電電流を増加させる傾向にある。このよ

うな観点から，通過電気量を評価指標に設定し，その目安値を策定する必要がある。一

方，通過電気量を算出するためには，離線アークの測定に加えてトロリ線とすり板間を

流れる電流を測定する必要もある。 

光学式離線測定では，光の検出に光電素子が用いられるのが一般的である。光電素子

は入力した光の強度に応じてその出力電圧を変化させる。筆者はこの点に着目して，通

過電気量と光電素子からの出力の関係を詳細に調べた。その結果，通過電気量を離線ア

ーク測定装置の出力電圧の積分値から推測可能であることがわかってきた。 

本章では，離線の評価指標に通過電気量を設定したうえで，その計測に第 6 章で開発

した紫外線検出離線アーク測定装置を用いる手法を述べる。さらにすり板に期待する走

行距離（すり板期待寿命）に応じた通過電気量の目安値策定方法も述べる。 
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7. 2 紫外線検出離線アーク測定装置を用いた通過電気量とすり板

摩耗量の推定手法 
 

通過電気量を算出するためには，アーク継続時間と離線アーク発生時にトロリ線とす

り板間に流れる電流を測定する必要がある。したがって，紫外線検出離線アーク測定装

置に加えて，電流を測定するクランプメータなどが必要となる。 

一方，紫外線検出離線アーク測定装置に用いられている光電変換素子は，入力される

光の強さに応じて出力電圧が変化する。加えて，電極間へ入力される通過電気量は，電

極の損耗や離線アーク光の放出へ用いられる。したがって，紫外線検出離線アーク測定

装置の出力結果から電極間へ入力された通過電気量を推定することができると考えら

れる。 

 図 7.2.1 に，第 3 章の実験装置の陽極に GT110，陰極に BF31 を用いて離線アークを

発生させた際の通過電気量と紫外線検出離線アーク測定装置の出力電圧積分値の関係

を示す。なお，異なる通過電気量のアーク放電を発生させるために，電流を 250～520 A，

アーク継続時間を 30～300 msec で変更して実験を行った。この結果から紫外線検出離

線アーク測定装置の出力結果から通過電気量を推定することが可能であることがわか

る。さらにこの結果と式（4.3.4）を用いることで，すり板損耗量を紫外線検出離線アー

ク測定装置の出力結果から推定することも可能である。 
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図 7.2.1 通過電気量と紫外線検出離線アーク測定装置の出力電圧積分値の関係 

  

0

0.5

1

1.5

2

0 10 20 30 40

出
力
電
圧
積
分
値

(V
・

s)

通過電気量 (C)



110 
 

 

7. 3 離線評価指標の目安値策定 
 

すり板は，摩耗量が管理値に達すると交換される。その摩耗量は，式（2.4.4）で表わ

されるが，その各項を大きく分けると，しゅう動による機械的な摩耗であるW1，W3と

アークによる損耗であるW2に分けることができる。したがって，W1とW3

すり板の摩耗量からW

は走行距離の

関数である。そこで，この走行距離を，すり板に期待する走行距離として以後，すり板

期待寿命と呼ぶ。 

1とW3

 すり板の摩耗量W

の和を除した値は，アークによる損耗に等しく，この関

係から，通過電気量とすり板期待寿命の関係を算出することができ，すり板期待寿命に

応じた通過電気量の目安値を決定することができる。以後にその算出方法を示す。 

C 

𝑊C = 𝑊M +𝑊A・・・・・・・・(7.3.1) 

(g)が式（7.3.1）で与えられると仮定する。 

ただし，しゅう動による機械的な摩耗量をWM (g)，アークによる損耗量をWA

 W

 (g)とする。 

A

𝑊A = 𝑘 𝑄・・・・・・・・(7.3.2) 

はアークによるすり板の損耗量であるから，式(7.3.2)で与えられる。 

ただし，すり板のアークによる損耗係数を k (g/C)，通過電気量を Q (C)とする。これに

より，通過電気量 Q は式(7.3.3)で与えられる。 

𝑄 = 𝑊C−𝑊M
𝑘

・・・・・・・・(7.3.3) 

 すり板の摩耗形状がトロリ線の偏位分布に従うことから，すり板の摩耗量WCはその

線区のトロリ線偏位の分布とすり板の摩耗管理値DL

𝑓(𝑥) = 𝐷𝐿 exp (− (𝑥−𝜇)2

2𝜎2
) ・・・・・・・・・・（7.3.4） 

 (mm)を用いて算出することがで

きる。しかしここでは，計算を進めるためにトロリ線の偏位分布が正規分布に従うと仮

定すると，その摩耗形状関数 f (x)が式(7.3.4)で表わされる。 

ただし，偏位を x (mm)，トロリ線偏位の平均値を μ (mm)ならびに標準偏差を σとする。 

以上より，すり板の摩耗量WCはすり板の幅ℓ (mm)とすり板の密度ρ（mg/mm3

𝑊C = 𝜌・ℓ・∫ 𝑓(𝑥)  dx ・・・・・・・・・・・・・（7.3.5） 

）とす

ると式（7.3.5）で与えられる。 

 WMはしゅう動によるすり板の摩耗量であり，比摩耗量をWR (mm3/Nm)とすると，式
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(7.3.6)で与えられる。 

𝑊M = 𝜌・𝑊𝑅・𝑈・103 𝐿 ・・・・・・・・・・・・・（7.3.6） 

ただし，平均押上力を U (N)，走行距離（すり板期待寿命）を L (km)とする。 

 表 7.3.1 のパラメータを用いるとすり板期待寿命と通過電気量の目安値の関係は，図

7.3.1 で与えられる。ただし，WR

 これらより，すり板期待寿命を過度に低下させるような通過電気量が観測された場合

などは，電車線設備等の調整や 2.4.3 項などの対策を施すことですり板期待寿命を延ば

すことが可能である。 

は文献（7.1）～（7.2）で与えられた実験値を用いてい

る。また，表 7.3.1 については，線区によって異なるパラメータもあることからフィー

ルドで走行試験等を行った結果を使うこともできる。 
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図 7.3.1  すり板期待寿命と通過電気量の関係 
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式(4.3.4)より 

平均押上力 U 100 N 

 

パラメータ 値 

すり板摩耗管理値 DL 3 mm 

トロリ線 
偏位 

平均値 μ 27 mm 

標準偏差 σ 102 mm 

すり板幅 ℓ 75 mm 

 

表 7.3.1 パラメータの値 
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7. 4 結言 
 

 本章では，離線の評価指標に通過電気量を設定したうえで，その計測に第 6 章で開発

した紫外線検出離線アーク測定装置を用いるとともに，第 4 章の結果を用いてすり板期

待寿命に応じた通過電気量の目安値策定手法を示した。結果をまとめると以下のとおり

である。 

(1) 光電素子を用いた離線アーク測定装置の出力電圧積分値は，通過電気量に応じて変

化する。 

(2) 通過電気量と離線アークによるすり板の損耗量の関係を用いることで，離線アーク

測定装置の出力電圧積分値からすり板の損耗量を推定することが可能である。 

(3) すり板期待寿命に応じた通過電気量の目安値ならびにその設定手法を明らかにし

た。 
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第 8 章 結論 

 

 

8. 1 本研究の成果 
 

離線アークの抑制のために，パンタグラフ数の削減やパンタグラフ間の母線接続が進

められてきた。加えて，東北新幹線の 320 km/h 走行にともなう集電系騒音を低減する

ために，1 パンタグラフ走行が始まっている。そのため，近年ではパンタグラフ当たり

の集電電流が増加する傾向にある。 

 集電性能を評価する指標として，日本だけでなく，海外においても離線率が用いられ

ている。特に，日本の離線率の目安値は 8 個パンタグラフを使用した 0 系新幹線の集電

電流をベースにして設定されているため，現在の集電電流より小さな値を想定して策定

されている。一方で，アーク放電による材料の損耗は，通過電気量に応じて変化するこ

とがわかっており，近年の集電電流の増加傾向を反映するために，離線率に代わって通

過電気量を評価指標に用いる考え方も以前からあった。しかし，その目安値が明確とな

っていなかったこと，計測が煩雑になることなどの課題により，実用化までに至ってい

なかった。加えて，離線の測定には光学式離線測定が用いられており，離線アーク光の

伝送路である光ファイバの材質と測定精度も課題であった。 

 本研究では，これら課題を解決すべく実験および開発を進めた。本研究の成果を以下

にまとめる。 

 

第 4章 離線アークがすり板へ及ぼす影響 

(1) 陽極に硬銅トロリ線，陰極にカーボン系すり板を用いてアーク放電実験を行った結

果，硬銅トロリ線の質量は 20 μg/C で増加し，カーボン系すり板の質量は 70 μg/C で

減少した。 

(2) 陽極に硬銅トロリ線，陰極に鉄系金属すり板を用いてアーク放電実験を行った結果，

硬銅トロリ線の質量は 90 μg/C で増加し，鉄系金属すり板の質量は 200 μg/C で減少

した。 
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(3) カーボン系すり板と鉄系金属すり板の質量変化の違いは，カーボン系すり板の基材

である炭素がアーク放電による銅の飛散を防ぐために生じる。 

（1）ならびに（2）は第 7 章の離線評価指標として設定する通過電気量の目安値を策

定するうえで重要な実験結果である。また，（3）の結果にあるようなカーボン系すり板

と金属すり板の離線アークによる損耗メカニズムが実験を通して明らかになったこと

はこれまでにない。 

 

第 5章 離線アークがトロリ線へ及ぼす影響 

(1) アーク放電発生直前までに電極表面に溶融金属が形成されるとともに，電極間に溶

融ブリッジが形成される。溶融ブリッジは，アーク放電の発生により飛散するが，

その質量は電極表面の溶融金属質量の 1/5～1/100 である。  

(2) 溶融ブリッジの飛散後も電極表面に溶融金属が残るものの，その溶融金属の蒸発は

電極間へ入力したエネルギーに応じて進み，本実験条件で 5～20 ms を要した。 

(3) 直流電気鉄道におけるトロリ線のアーク放電による損耗は，溶融ブリッジの形成，

破壊が生じた点で大きく，陽光柱の移動先で小さいと考えられる。したがって，ト

ロリ線の離線アークによる損耗量は離線アークの発生回数が大きく関係している。 

ここで得られた結果はフィールドで確認されていた離線発生箇所でのトロリ線の摩

耗増大とも現象面で一致しており，離線アークがトロリ線に及ぼす影響が明らかになっ

た。 

 

第 6章 紫外線検出離線アーク測定装置の開発 

アーク光に含まれる紫外線を可視光線に変換することで，プラスチック光ファイバを

使用した離線アーク測定装置でも離線アーク光を間接的に紫外線で検出することので

きる波長変換ユニットを開発した。また波長変換ユニットを装着した離線アーク測定装

置（本研究では紫外線検出離線アーク測定装置と呼ぶ）の特性を明らかにした。その結

果は以下のとおりである。 

(1) 紫外線検出離線アーク測定装置は 100 μsec，70 A のアーク放電を，アーク光と受

光部の距離が 160 mm 以内の条件下において，検出することが可能である。 

(2) 紫外線検出離線アーク測定装置の出力は，光源から 3000 mm 離れた箇所で，光の
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入射角度に応じて変化する。 

(3) 紫外線検出離線アーク測定装置の出力は，光源と受光部が 200～700 mm の距離に

おいて，2 乗に反比例する。 

 

第 7章 離線評価指標の目安値策定とその計測手法の提案 

 第 4 章，第 6 章で示した通過電気量に応じてすり板の質量が変化すること，離線アー

クの測定に使用している装置が光電変換素子を使用していることに着目して，離線評価

指標に通過電気量を設定したうえで，その目安値の策定手法を示すとともに，通過電気

量の計測手法を提案した。結果をまとめると以下のとおりである。 

(1) 光電素子を用いた離線アーク測定装置の出力電圧積分値は，通過電気量に応じて変

化する。 

(2) 通過電気量と離線アークによるすり板の損耗量の関係を用いることで，離線アーク

測定装置の出力電圧積分値からすり板の損耗量を推定することが可能である。 

(3) すり板期待寿命に応じた通過電気量の目安値ならびにその設定手法を明らかにし

た。 

 

8. 2 今後の課題 
 本研究では，直流の電源設備を用いて，陽極にトロリ線を，陰極にすり板を用いて一

連の実験を行った。一方，直流電気鉄道ではエネルギー効率向上のため，回生ブレーキ

を用いており，そのような場合，極性が反転する。また，新幹線は交流であるから，極

性が常に変化している。本研究では，これら極性の変化が材料に与える影響を明らかに

するに至らなかった。今後，さらに研究を進める予定である。 

 トロリ線の離線アークによる損耗は，溶融ブリッジの破壊ならびに飛散と，その後，

10 ms～20 ms 程度まで続くトロリ線表面の溶融物の蒸発によって生じることを明らか

にした。しかし，20 ms 以降で生じる現象については十分に明らかにすることができな

かった。これについても今後，さらに研究を進める予定である。 

 紫外線検出離線アーク測定装置については，さらなる小型と低廉化が求められており，

現在もなお開発を進めているところである。また離線評価指標として設定した通過電気

量とその目安値策定手法についても，今後，実用化を進めていきたいと考えている。  
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